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三 監 第 １ １ ６ 号  

平成３０年１０月３１日  

 

 三田市長 森   哲  男  様 

 

 

                  三田市監査委員  島  康 雄 

 

 

                     同     竹 本  昌 弘 

 

定期監査報告書の提出について 

 

 地方自治法第１９９条第１項及び第４項の規定により定期監査を実施しましたの

で、同条第９項の規定に基づきその結果に関する報告書を提出します。 

 

 



 

- 1 - 

平成平成平成平成３０３０３０３０年度年度年度年度    定期監査報告書定期監査報告書定期監査報告書定期監査報告書    （（（（その１その１その１その１））））    

 

第第第第１１１１    監査監査監査監査のののの種別種別種別種別    

   定期監査（地方自治法第１９９条第１項及び第４項） 

 

第第第第２２２２    監査監査監査監査のののの対象対象対象対象    

 ⑴ 監査の対象 

   主として、前々年度（平成２８年度）に実施した定期監査その２及び同その

３における指摘事項（以下「前々年度指摘事項」という。）の改善措置状況に係

る事務事業の所管部署を対象としました。 

   健康福祉部 

    福祉推進室 

     福祉総務課、障害福祉課 

    保健推進室 

     介護保険課、いきいき高齢者支援課、健康増進課、国保医療課 

   地域振興部 

    都市政策室 

     都市計画課、まちの再生課、都市整備課、審査指導課 

    地域整備室 

     道路河川課、用地課、公園みどり課 

   消防本部 

     総務課、消防課、予防課、消防署、西分署、東分署 

 

 ⑵ 監査の対象の選定の理由 

   定期監査の実効性の観点から、前々年度指摘事項の改善措置状況を確認する

こととして、前々年度指摘事項に係る事務事業を所管する部署を監査の対象と

しました。 

 

 ⑶ 前々年度指摘事項 

   前々年度指摘事項は、別紙「平成２８年度定期監査（その２）指摘事項及び

改善状況等（以下「定期監査（その２）」という。）」及び「平成２８年度定期監

査（その３）指摘事項及び改善状況等（以下「定期監査（その３）」という。）」

のとおりとなっています（［ ］内の部署名は、定期監査その２及び同その３の

実施時点における部署名）。 

 

第第第第３３３３    監査監査監査監査のののの目的目的目的目的とととと範囲範囲範囲範囲    



 

- 2 - 

   重要リスクに対する内部統制の整備状況及び運用状況等を監査して、その有

効性を評価するとともに、前々年度指摘事項に係る事務が関係法令等に準拠し

て、適正で効率的かつ効果的に行われているかについて、証ひょう書類等を突

合する等監査手続を通じて検証することを目的としました。 

   また、法令等に定める諸帳簿の整備が適正に行われているかについて、証ひ

ょう書類等を突合する等監査手続を通じて検証することを目的としました。 

 

第第第第４４４４    重要重要重要重要リスクリスクリスクリスク及及及及びびびび監査監査監査監査のののの着眼点着眼点着眼点着眼点    

   監査の実施に当たり、重要リスク及び監査の着眼点を下記のとおり設定しま

した。 

重要リスク 監査の着眼点 

⑴ 指摘事項が改善されない

リスク 

ア 指摘事項があることを把握されている

か。 

イ 指摘事項の内容、主旨が理解されてい

るか。 

ウ 指摘事項の改善に向けた検討、取組み

がなされているか。 

エ 改善された内容が継続されているか。 

⑵ 諸帳簿が適正に整備され

ないリスク 

ア 諸帳簿における必要事項が漏れなく記

載等されているか。 

イ 諸帳簿における数値（件数、個数、金

額）等と実際の数値が一致しているか。 

ウ 諸帳簿が適正に整備されているか定期

的に点検されているか。 

 

第第第第５５５５    実施実施実施実施したしたしたした手続手続手続手続のののの内容内容内容内容    

   監査の実施に当たっては、関係資料の提出を求め、点検・照合するとともに、

これまでの監査、検査、審査の結果を踏まえ、必要に応じて関係職員からの説

明の聴取を実施しました。 

   これらの実施に当たっては、監査の着眼点毎に、内部統制の整備状況及び運

用状況確認の観点により監査手続を試査により実施するとともに、リスクの程

度に応じ、試査により実証的監査手続を実施しました。 

 

第第第第６６６６    監査監査監査監査のののの期間期間期間期間    

   平成３０年４月２日から平成３０年１０月２９日まで 
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第第第第７７７７    監査監査監査監査のののの結果結果結果結果    

   前々年度指摘事項については、概ね、改善等に向けた取組が行われていると

認められましたが、次に掲げるとおり、一部については、改善に至っていない

もの、更なる改善等を要するものがありました。 

   また、法令等に定める諸帳簿の管理状況等については、概ね適正に管理され

ていると認められましたが、次に掲げるとおり、一部については、改善等を要

するものがありました。 

   なお、これらの事項は、監査開始時点のものです。 

 

 ⑴ 勧告事項 

   別表「定期監査（その２）」、「定期監査（その３）」及び「平成３０年度定期

監査（その１）実施による勧告事項状況表」に掲げる勧告事項については、速

やかに、改善等に向けた取組を行ってください。 

 

⑵ 意見事項 

   次に掲げる意見事項については、監査対象部署はもとより、これらに関係す 

る他の部署においても、十分に留意してください。 

 ア 歳入に係る全般事項について 

歳入に係る事務処理について、不完全な部分があるものがありました。 

ついては、調定、納入の通知、納期限の設定、減免、督促、督促手数料・

延滞金等の徴収及び滞納処分等歳入に係る事務処理全般に関し、全庁的に各

種法令に照らして点検を行い、適正に執行してください。 

また、「滞納対策の強化」「受益者負担の適正化」「公有財産管理の適正化」

及び「新たな財源の確保」に向けて、積極的に取り組んでください。 

   

 イ 歳出に係る全般事項について 

歳出に係る事務処理について、不完全な部分があるものがありました。 

ついては、実施伺、支出負担行為及び支出命令等歳出に係る事務処理全般

に関し、全庁的に各種法令に照らして点検を行い、適正に執行してください。 

また、「経済性（ムダな経費をかけていないか）」、「効率性（より成果のあ

がる方法はないか）」及び「有効性（目的にかなっているか）」の向上に、積

極的に取り組んでください。 

  

ウ 財産管理に係る全般事項について 

    財産管理に係る事務処理について、不完全な部分があるものがありました。 

ついては、備品台帳、備品整理票、記録媒体管理簿、運転日誌、自動車使
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用実績簿等財産に係る事務処理全般に関し、全庁的に各種法令に照らして点

検を行い、適正な管理を行ってください。 

 

エ 事務管理に係る全般事項について 

事務管理に係る事務処理について、不完全な部分があるものがありました。 

ついては、事務経理簿、文書分類表等事務管理に係る事務処理全般に関し、

全庁的に各種法令に照らして点検を行い、適正な管理を行ってください。 

また、修正テープ等で訂正されているもの、訂正箇所に訂正印の押印がな

いものなど不適切な処理も見受けられました。三田市文書取扱規程第４条第

２項において「文書担当課長は、所管課長に対し当該所管課の文書事務につ

いて処理状況を調査し、文書事務が適正かつ円滑に処理されるよう指導しな

ければならない。」と規定されていることから、各部署における文書の取扱い

が適正になされるように指導を行ってください。 

 

オ 内部統制の構築について 

  これまでの決算審査及び定期監査等でも指摘しているところですが、今回   

の審査においても、一部、不完全な事務処理が見受けられました。 

また、昨年度においても、不適切な事務処理やこれらに起因するミスが散

見されるなど、市民の信頼を損なう事案が少なからず発生しています。 

これらは、財務執行や組織・業務運営における各階層と各組織の内部統制

の欠如によるものであり、事務の適法性・正確性だけでなく、経済性・効率

性・有効性を確保し、さらに、市民からの厚い信頼を得るためにも、今まで

以上にリスク管理や内部牽制機能（自主監査）を強化するなど、内部統制の

構築に努めてください。 

 

  カ その他 

    交通事故による死亡等の重大事故は後をたたない状況で、公用車を運転す

る職員すべてが大きなリスクを有し、事故の未然防止に向けた対策はもちろ

んのこと、併せて事故発生時の迅速対応や証拠保全なども重要な事案と考え

ます。 

そのため、公用車の運用に当たっては、事故対応マニュアルの車内への搭

載のみならず、運転を行う際での事故対応方法の意識づけや事故発生時の状

況を保存するなど証拠の保全の観点からカメラを携行することなど、事故発

生時における対応方法等検討してください。 



平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］

都市整備課

　地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政令

の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をしなければ

ならない。」、地方自治法施行令第１５４条第１項において「地方自治法第２３１条

の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科目、納入すべき金

額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契約に違反する事実がない

かどうかを調査してこれをしなければならない。」、三田市会計事務規則第１０条第

１項において「歳入管理者は、歳入を収入するときは、政令第１５４条第１項の規定

による調査をし、調定決議書により調定をしなければならない。」と規定されている

ところ、請求前に調定されていないものや納期限の設定に齟齬が生じているものがあ

りました。

消防本部

　地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政令

の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をしなければ

ならない。」、地方自治法施行令第１５４条第１項において「地方自治法第２３１条

の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科目、納入すべき金

額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契約に違反する事実がない

かどうかを調査してこれをしなければならない。」、三田市会計事務規則第１０条第

１項において「歳入管理者は、歳入を収入するときは、政令第１５４条第１項の規定

による調査をし、調定決議書により調定をしなければならない。」と規定されている

ところ、請求前に調定されていないものがありました。

公園みどり課

　三田市都市公園有料施設有料広告掲出取扱要領第７条において「掲出申込者は、前

条の規定に基づき許可書の交付を受けた日より７日以内に市の発行する納付書により

広告掲出に係る使用料を納付しなければならない。」と規定されているところ、当該

許可書の日付が４月１日付となっているものに係る使用料について、６月５日付で調

定されているものがありました。

イ

納入の通知等に

ついて

　地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、

政令の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をし

なければならない。」、地方自治法施行令第１５４条第２項において「普通地方

公共団体の歳入を収入するときは、地方交付税、地方譲与税、補助金、地方債、

滞納処分費その他その性質上納入の通知を必要としない歳入を除き、納入の通知

をしなければならない。」、三田市会計事務規則第１２条第１項において「歳入

管理者は、第１０条の規定により調定をしたときは、直ちに納入通知書により納

入義務者に納入の通知をしなければならない。」と規定されているところ、納入

の通知が適正になされていないものがありました。

　納入の通知について、適正に行うようにしてください。

都市計画課

改

善

済

ウ

納期限の設定に

ついて

　三田市会計事務規則第１４条において、「納入の通知をする場合の納期限につ

いては、法令その他の定めがある場合を除くほか、調定の日から２０日以内に納

期限を定めなければならない。」と規定されているところ、法令その他の定めが

ないにもかかわらず、納期限を定めていないものがありました。

　納期限については、債務の履行期限であることから、適正に定めてください。

消防本部

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市会計事務規則第１４条において「納入の通知をする場合の納期限について

は、法令その他の定めがある場合を除くほか、調定の日から２０日以内に納期限を定

めなければならない。」と規定されているところ、法令その他の定めがないにもかか

わらず、納期限を定めていないものがありました。

　納期限については、債務の履行期限であ

ることから、法令等に基づき適正に定めて

ください。

都市計画課

改

善

済

道路河川課

改

善

済

に

至

ら

ず

　地方自治法第２３１条の３第１項において「分担金、使用料、加入金、手数料及び

過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があるときは、普

通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならない。」、三田市

会計事務規則第２５条において「納付すべき歳入を納期限までに完納しない者がある

ときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田市債権管理条例第６条の

規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期限を指定して、その者に対

し、督促状により督促しなければならない。」と規定されているところ、納期限後２

０日以内に督促状による督促を行っていないものがありました。

　滞納者に対しては、法令等に基づき督促

手数料及び延滞金を請求するようにしてく

ださい。

前回指摘事項

歳入の調定につ

いて

　地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、

政令の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をし

なければならない。」、地方自治法施行令第１５４条第１項において「地方自治

法第２３１条の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科

目、納入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契約

に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならない。」、三田

市会計事務規則第１０条第１項において「歳入管理者は、歳入を収入するとき

は、政令第１５４条第１項の規定による調査をし、調定決議書により調定をしな

ければならない。」と規定されているところ、請求前に調定されていないものが

ありました。

　また、三田市都市公園有料施設有料広告掲出取扱要領第７条において「掲出申

込者は、前条の規定に基づき許可書の交付を受けた日より７日以内に市の発行す

る納付書により広告掲出に係る使用料を納付しなければならない。」と規定され

ているところ、当該許可書の日付が４月１日付となっているものに係る使用料に

ついて、５月３１日付で調定されているものがありました。(公園みどり課のみ

該当)

　適時かつ適正に調定するようにしてください。

エ

督促状による督

促について

　地方自治法第２３１条の３第１項において「分担金、使用料、加入金、手数料

及び過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があると

きは、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならな

い。」、三田市会計事務規則第２５条において「納付すべき歳入を納期限までに

完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田

市債権管理条例第６条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期

限を指定して、その者に対し、督促状により督促しなければならない。」と規定

されているところ、督促状による督促を行っていないものがありました。

　滞納者に対しては、適時に督促状により督促するとともに、三田市分担金等の

督促手数料及び延滞金徴収条例に規定されている督促手数料及び延滞金を請求す

るようにしてください。

　また、課長名義で督促されているものがありました。

　督促状の発送については、市長名義で行うようにしてください。

歳

入

関

係

ア

改

善

済

に

至

ら

ず

　調定については、法令等に基づき適時か

つ適正に調定するようにしてください。
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

オ

公金の収納に係

る領収書につい

て

　三田市会計事務規則第２０条において、「会計管理者又は出納員等が、収納金

を直接収納したときは、納入通知書等に領収印を押印して領収書を納入者に交付

しなければならない」と規定されているところ、収納金を直接収納したものであ

るにもかかわらず、領収書を交付されていないもの、納入者からの求めがあった

場合のみ交付しているものがありました。

　収納金を直接収納したときは、領収書等収納金を収納した旨が記載された書面

を交付するようにしてください。

道路河川課

改

善

済

カ

収納金の取扱い

について

　三田市会計事務規則第２１条において、「会計管理者又は出納員等は、前条の

規定により直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければ

ならない。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがあり

ました。

　公金の事故等防止の観点からも、収納金については、即日又は翌日中に金融機

関に払い込みするようにしてください。

　また、現金取扱基準（平成２５年２月４日会計課制定。以下同じ。）におい

て、収納金等の現金の取扱いに当たっては、各所属において現金取扱フロー

チェックシートを作成し、これを運用していくこととされているところ、収納金

を直接収納しているにもかかわらず現金取扱フローチェックシートへの記載がな

されていないものがある等この運用が十分になされていないものがありました。

　収納金の収納、領収書の交付、調定決議書の作成、収納金の払い込み等の各段

階におけるチェックが働くように、現金取扱フローチェックシートの様式及び運

用を見直ししてください。

消防本部

改

善

済

キ

つり銭準備金に

ついて

　つり銭準備金については、三田市会計事務規則第７２条第２項において、「会

計管理者又は出納員等は、つり銭、両替金及び還付金に充てるため必要があると

きは、前項及び第２１条の規定にかかわらず、必要と認める額の現金を保管する

ことができる。」と規定されているところ、つり銭準備金が用意されているにも

かかわらず運用されていないものがありました。

　つり銭準備金については歳入歳出現金の保管の特例であることから、その必要

性について検討し、必要がなければ速やかに会計課へ返却してください。

審査指導課

改

善

済

ク

所定の事実を証

するものとして

交付する物品の

在庫管理等につ

いて

　所定の事実を証するものとして交付する物品について、在庫管理（入庫、交付

に係る日付、枚数の管理及び残数の照合等）が行われていないものがありまし

た。

　所定の事実を証するものとして交付する物品等については、適正に在庫管理を

行ってください。

道路河川課

改

善

済

都市計画課

改

善

済

審査指導課

　三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条の規定による分担

金等徴収職員証について、規則改正により交付の必要がなくなった際に交付済の分担

金等徴収職員証を回収したかどうかについて確認がとれないものがありました。

　分担金等徴収職員証については、適切に

管理してください。

道路河川課

　三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条において「分担金

等の滞納処分に関する調査のために必要な質問又は検査その他の行為を行う場合にお

いては、当該職員の身分を証明する徴収職員証を携帯しなければならない。」とされ

ているところ、分担金等の滞納処分等を担当する職員に対して徴収職員証が交付され

ていませんでした。

　分担金等の滞納処分等を担当する職員に

対しては、法令等に基づき徴収職員証を交

付するようにしてください。

公園みどり課

規

則

改

正

に

よ

り

改

善

不

要

消防本部

改

善

済

ケ

分担金等徴収職

員証について

歳

入

関

係

　三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条において「分

担金等（地方自治法第２３１条の３第１項の歳入（三田市債権管理条例第２条第

２号に規定する市の私債権を除く。以下「分担金等」という。）を徴収しようと

する職員は、分担金等の徴収に関する調査のために必要な質問又は検査その他の

行為を行う場合においては、当該職員の身分を証明する分担金等徴収職員証を携

帯しなければならない。」とされているところ、分担金等の徴収を担当する職員

に対して分担金等徴収職員証を交付されていない部署がありました。

　分担金等の徴収を担当する職員に対しては、分担金等徴収職員証を交付するよ

うにしてください。

改

善

済

に

至

ら

ず
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

歳

入

関

係

コ

収納の事務の委

託について

　地方自治法施行令第１５８条第１項において、普通地方公共団体の歳入のう

ち、使用料、手数料、賃貸料、物品売払代金、寄附金及び貸付金の元利償還金に

ついては、その収入の確保及び住民の便益の増進に寄与すると認められる場合に

限り、私人にその徴収又は収納の事務を委託することができると規定されている

ところ、これらに該当しない歳入であるにもかかわらず、私人に収納の事務の委

託をされているものがありました。

　当該歳入について、適正な収納方法となるようにしてください。

公園みどり課

改

善

済

ア

報償費の支出に

係る活動状況報

告書について

　報償費の支出に係る活動状況報告書において、他の部署が所管する補助金の対

象となっている活動しか記載されていないものがありました。

　また、当該報償費については、年度毎に１年を通じた活動に対して支出するも

のであるところ、活動状況報告書は毎年１０月頃に提出を求めていることから、

当該年度の上半期の活動状況しか記載されていませんでした。

　当該報償費の支出に当たっては、活動状況報告書の内容が適正な内容となって

いるか十分審査するとともに、年度毎に１年を通じた活動に対して支出するもの

であることから下半期分の活動状況についても報告を求めるようにしてくださ

い。

公園みどり課

改

善

済

に

至

ら

ず

　報償費の支出に係る活動状況報告書において、他の部署が所管する補助金の対象と

なっている活動しか記載されていないものがありました。

　また、当該報償費については、年度毎に１年を通じた活動に対して支出するもので

あるにもかかわらず、活動状況報告書は毎年１０月頃に提出を求めていることから、

当該年度の上半期の活動状況しか記載されていませんでした。

　報償費の支出については、報告内容が適

切な内容となっているか十分審査するとと

もに、年度毎に１年を通じた活動に対して

支出するものであることから、適正な報告

となるように指導してください。

イ

消防団員に対す

る各種団員手当

について

　消防団員は地方公務員法上の特別職の公務員であることから、同法における給

与支給の原則（「重複支給禁止の原則」「通貨払い、直接払い及び全額払いの原

則」）は適用除外となっているものの、この趣旨は尊重されるべきであると考え

られるところ、三田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第１２

条第１項において、「団員には、別表に定めるところにより報酬及び費用弁償を

支給する。」と規定されているとともに、「消防団の充実強化について(通知)」

（平成２３年１０月２８日付消防災第３３７号消防庁長官通知）において「消防

団員に対する報酬等の支給方法についても、法第２３条の規定に基づき、各市町

村の条例で定められているところですが、報酬、出動手当等は、その性格上本人

に直接支給されるべきものと考えられ、適正な方法で支給されますようお願いし

ます。」とされているにもかかわらず、報酬、出動手当等が、消防団員に直接支

給されておらず、分団に支給されていました。

　消防団員の処遇改善及び団員の確保等消防団の充実強化を図る観点からも、報

酬、出動手当等は、消防団員に直接支給するようにしてください。

消防本部

改

善

済

に

至

ら

ず

　消防団員は地方公務員法上の特別職の公務員であることから、同法における給与支

給の原則（「重複支給禁止の原則」「通貨払い、直接払い及び全額払いの原則」）は

適用除外となっているものの、この趣旨は尊重されるべきであると考えられるとこ

ろ、三田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第１２条第１項におい

て「団員には、別表に定めるところにより報酬及び費用弁償を支給する。」と規定さ

れているとともに、「消防団の充実強化について(通知)」（平成２３年１０月２８日

付消防災第３３７号消防庁長官通知）において「消防団員に対する報酬等の支給方法

についても、法第２３条の規定に基づき、各市町村の条例で定められているところで

すが、報酬、出動手当等は、その性格上本人に直接支給されるべきものと考えられ、

適正な方法で支給されますようお願いします。」とされているところ、報酬について

は直接支給に移行されましたが、出動手当等は、これまでと同様に消防団員に直接支

給されておらず、分団に支給されていました。

　消防団員の処遇改善及び団員の確保等消

防団の充実強化を図る観点から、出動手当

等については、消防団員に直接支給するよ

うにしてください。

ウ

報償費の支出に

係る所得税等の

源泉徴収につい

て

　報償費の支出に当たって、所得税等の源泉徴収が必要なものであるにもかかわ

らず、これが行われていないものがありました。

　報償費の支出に当たって所得税等の源泉徴収が必要なものについては、これを

行うようにしてください。

都市計画課

改

善

済

道路河川課

改

善

済

用地課

改

善

済

に

至

ら

ず

　特殊勤務手当の従事数量を管理する記録簿において、記載誤りがあったことから、

記録簿とシステムに入力された特殊勤務の従事数量との間に齟齬が生じていました。

　特殊勤務の従事数量は、特殊勤務手当の

算定基礎となるものであることから、処理

方法及びチェック体制の改善を行う等、適

切に管理してください。

まちの再生課

[都市計画課]

都市整備課

審査指導課

公園みどり課

オ

業務委託に係る

実施決定（実施

伺い）について

特殊勤務手当に

ついて

エ

歳

出

関

係

　就業管理システムへの特殊勤務の従事数量の入力誤りにより、特殊勤務手当の

支給額に誤りが生じているものがありました。

　特殊勤務の従事数量は、特殊勤務手当の算定の基礎となるものであることか

ら、その処理方法及びチェック体制の改善を行う等、再発防止策を講じてくださ

い。

　三田市事務処理規則別表第２（第１３条関係）において、委託の施行決定につ

いては、金額にかかわらず実施決定（以下「実施伺い」という。）の手続を行う

ことと規定されているところ、これがなされていないものがありました。

　所定の手続について、遺漏がないようにしてください。

　また、実施伺いの起案日と単独随意契約理由書の日付に齟齬があるもの、実施

伺いの起案日と当該業務委託契約に係る見積書の日付に齟齬があるものがありま

した。

　実施伺いの起案に当たってはこの趣旨を十分に理解し、適正なものを作成する

ようにしてください。

改

善

済
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

カ

業務委託に係る

仕様書について

　三田市契約事務規則第４４条において「随意契約によろうとするときは、契約

条項その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴

さなければならない。」とされているところ、契約条項その他見積りに必要な事

項を示した書類（以下「仕様書等」という。）が作成されていないもの、仕様書

における提出書類の規定において誤解を招く可能性がある部分があるものがあり

ました。

　仕様書等は、委託しようとする業務の内容を具体的に示すものであり、業務の

履行確認においても必要なものであることから、適正なものを作成するように検

討してください。

消防本部

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市契約事務規則第４４条において「随意契約によろうとするときは、契約条項

その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴さなけれ

ばならない。」とされているところ、契約条項その他見積りに必要な事項を示した書

類（以下「仕様書等」という。）が適切に作成されていないものがありました。

　仕様書等については、委託しようとする

業務の内容を具体的に示すものであり、業

務の履行確認においても必要なものである

ことから、適正なものを作成するように検

討してください。

キ

業務委託に係る

見積書について

　業務委託契約に係る見積書の作成者と当該業務委託契約における契約者が異

なっているものがありました。

　業務委託契約について疑義が生じないよう、業務委託契約に係る見積書の作成

者と当該業務委託契約における契約者は一致させるようにしてください。

公園みどり課

改

善

済

審査指導課

　備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を購

入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権者（課長等）が、５万円未満の消耗

品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所属長が認めた係長等が、それぞ

れその是非を決定するものとする。」と規定されているとともに、この支払について

は、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たって

は備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内

容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定されていることから、これらの一

連の手続においては、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっている

ものであるところ、必要事項の記載の遺漏があるもの、納入日が翌年度の日付になっ

ているものがありました。

消防本部

　備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を購

入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権者（課長等）が、５万円未満の消耗

品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所属長が認めた係長等が、それぞ

れその是非を決定するものとする。」と規定されているとともに、この支払について

は、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たって

は備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内

容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定されていることから、これらの一

連の手続においては、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっている

ものであるところ、所定の手続きが行われずに購入がなされているものがありまし

た。

公園みどり課

改

善

済

ケ

不動産の借り受

けに係る合議に

ついて

　三田市公有財産規則第５条において、不動産を借り受けようとするときは管財

担当課長に合議しなければならないと規定されているところ、この合議がなされ

ていないものがありました。

　不動産を借り受けようとするときについては、管財担当課長に合議するように

してください。

道路河川課

改

善

済

コ

補助事業に係る

債務負担行為に

ついて

　地方自治法第２１４条において「歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許

費の金額の範囲内におけるものを除くほか、普通地方公共団体が債務を負担する

行為をするには、予算で債務負担行為として定めておかなければならない。」と

されているところ、補助対象となっている事業が複数年度にわたって実施される

ものであることから、複数年度にわたって補助金を交付することを前提として事

業が進められているものであるにもかかわらず、これに係る債務負担行為が定め

られていないものがありました。

　所要の手続に遺漏がないようにしてください。

都市整備課

改

善

済

歳

出

関

係

消耗品の購入・

支払に係る手続

について

ク

　消耗品の購入については、備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事

由により５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権

者（課長等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺い

により所属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとする。」と

規定されているとともに、この支払については、同基準第５条第２項において

「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消

耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定

するものとする。」と規定されていることから、これらの一連の手続において

は、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっているものであると

ころ、必要事項の記載の遺漏があるもの、これらの手続がなされずに購入・支払

されているものがありました。

　消耗品の購入・支払に係るこれらの手続について、遺漏がないようにしてくだ

さい。

改

善

済

に

至

ら

ず

　消耗品の購入・支払に係るこれらの手続

については、法令等に基づき適正な処理を

してください。
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

サ

法の規定に基づ

き三田市に設置

される機関に対

する交付金の交

付について

　法の規定に基づき三田市に設置される機関に対して、交付金を交付しているも

のがありました。

　三田市に設置される機関の活動に係る経費については、本来的には市からの交

付金としてではなく、市の予算から直接執行されるべきものであると考えられま

す。当該交付金のあり方について検討してください。

消防本部

改

善

済

に

至

ら

ず

　法の規定に基づき三田市に設置される機関に対して、交付金を交付しているものが

ありました。

　三田市に設置される機関の活動に係る経費については、本来的には市からの交付金

としてではなく、市の予算から直接執行されるべきものであると考えられます。

　当該交付金のあり方について、検討して

ください。

シ

補助事業等の実

績報告の審査に

ついて

　三田市補助金等交付規則第３条において「市長は、毎年度予算の範囲内で、補

助事業等の実施に必要な経費の全部又は一部を補助するものとする。」、同規則

第１２条第１項において「市長は、前条の規定による報告を受けたときは、補助

事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合するか

どうかを審査しなければならない。」と規定されているところ、補助事業等実績

報告書における補助対象経費の中に新年会の経費等不適切な経費が含まれている

もの、補助事業等実績報告書の提出日において支出されていない（領収書が存在

していない）経費を補助対象経費として認めているものがありました。

　これらの補助金については、再度、実績報告の審査及び補助金等の額の確定を

行う等しかるべき措置を講じてください。

公園みどり課

改

善

済

ア

自転車等駐車場

の定期使用申請

書について

　三田市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例施行規則第２条第１項第１

号において、定期使用の許可を受けようとする者は、自転車等駐車場定期使用申

請書（以下「定期使用申請書」という。）の提出による方法により市長に申請し

なければならないと規定されているとともに、定期使用申請書において、自転車

にあっては色と防犯登録番号を記載することとなっているところ、これらが記載

されていないものがありました。

　三田市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例施行規則第９条第３号にお

いて、定期使用の使用者は自転車等駐車場定期使用証を自転車等の後部に貼付す

ることと規定されていることからすると、当該定期使用の許可は属人的な許可で

はなく、属物的な許可（自転車毎の許可）であると解されることから、当該定期

使用の許可を受けた自転車を特定できるよう、これらの記載について遺漏がない

ようにしてください。

道路河川課

改

善

済

イ

公園施設設置許

可について

　公園管理者以外の者の公園施設の設置を許可する場合には、都市公園法第５条

第２項の規定に基づく公園施設の設置として許可されるべきものであるところ、

地方自治法第２３８条の４第７項の規定に基づく行政財産の使用として許可され

ているもの、都市公園法第７条の規定に基づく都市公園の占用として許可されて

いるものがありました。

　許可に当たっては、根拠法令を十分に検討、確認し、誤りのないようにしてく

ださい。

公園みどり課

改

善

済

道路河川課

　三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員にお

いて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」と規定

されているところ、当該部署に存するにもかかわらず、備品台帳に登載されていない

ものがありました。

　また、物品（備品）の管理換に当たっては、同規則第１００条に規定する所定の手

続が必要であるところ、この手続が行われていないものがありました。

　備品台帳への登載等については、法令等

に基づき適正な事務処理を行うとともに、

備品台帳と備品を定期的に照合してくださ

い。

　また、物品（備品）の取得等に係る経緯

を明らかにするためにも、所定の手続を行

うようにしてください。

用地課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準（平成１７年４月１日財政課制定）第

３条第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するものとする。」と

規定されているところ、備品整理票が課名変更前のままとなっているものがありまし

た。

　備品整理票への登載等については、法令

等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してく

ださい。

公園みどり課

　三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員にお

いて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」と規定

されているところ、当該部署に存するにもかかわらず、備品台帳に登載されていない

ものがありました。

　また、備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準（平成１７年４月１日財政課制

定）第３条第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するものとす

る。」と規定されているところ、備品整理票が課名変更前のままとなっているものが

ありました。

　なお、三田市公印規則第８条第２項において「公印を廃止したときは、文書担当課

長は焼却その他の方法により廃棄しなければならない。」と規定されているところ、

課名変更に伴い廃止された公印が担当課において保管されていたものがありました。

　備品台帳への登載等については、法令等

に基づき適正な事務処理を行うとともに、

備品台帳と備品を定期的に照合してくださ

い。

　なお、廃止された公印については、速や

かに文書担当課と協議し、所要の措置を講

じてください。

消防本部

　三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員にお

いて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」と規定

されているところ、当該部署においては二種類の備品台帳が存在していました。

　備品台帳が二つ存在し、各々で内容が異

なることは管理上好ましくないことから、

適切に整理を行うようにしてください。

改

善

済

に

至

ら

ず

ウ

歳

出

関

係

財

産

管

理

関

係

備品の管理につ

いて

　備品については、三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品に

ついては、出納員において備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしな

ければならない。」と規定されているところ、当該部署に存するにもかかわら

ず、備品台帳に登載されていないもの、保管場所等の記載漏れがあったものがあ

りました。

　また、備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準（平成１７年４月１日財政

課制定）第３条第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するも

のとする。」と規定されているところ、備品整理票が貼付可能であるにもかかわ

らず備品整理票が貼付されていないものがありました。

　備品の保管状況を明らかにするため、備品台帳への登載等について、適正な事

務処理を行うとともに、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

　さらに、寄附による物品（備品）の取得に当たっては、三田市会計事務規則第

９８条に規定する手続が必要であるところ、この手続が行なわれていないものが

ありました。

　物品（備品）の所有者及び取得に係る経緯を明らかにするためにも、所定の手

続を行うようにしてください。
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

道路河川課

改

善

済

公園みどり課

改

善

済

に

至

ら

ず

　指定管理者制度マニュアルにおいて、翌月１０日までに提出させることとなってい

る月例報告書について、報告日の記載の遺漏があったことから、期限までに提出され

ているか確認できないものがありました。

　報告書の提出については、適正に記載さ

れるよう指導してください。

イ

指定管理者制度

における定期評

価について

　指定管理者制度マニュアルにおいて、指定管理者からの定期報告書等の提出を

受けて実施することとされている定期評価の項目の中には、現地確認を実施しな

ければ評価できない項目が複数あるにもかかわらず、これらの項目について現地

確認を実施しないまま評価されている施設がありました。

　適正な定期評価とするため、現地確認を実施しなければ評価できない項目につ

いては、現地確認を実施して評価するようにしてください。

公園みどり課

改

善

済

に

至

ら

ず

　指定管理者制度マニュアルにおいて、指定管理者からの定期報告書等の提出を受け

て実施することとされている定期評価の項目の中には、現地確認を実施しなければ評

価できない項目が複数あるにもかかわらず、これらの項目について現地確認を実施し

ないまま評価されている施設がありました。

　現地確認を実施しなければ評価できない

項目については、現地確認を実施して評価

するようにしてください。

用地課

　三田市文書取扱規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たっては、

収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」と規定さ

れているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないものがあ

りました。

消防本部

　三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事務経

理簿に受領印の押印の遺漏があるものがありました。

 また、三田市補助金等交付規則第５条第２項に基づいて行う補助金等交付決定通知書

又は補助金等不交付決定通知書を通知する当たっては、補助金等交付に関する手引に

おいて事務経理簿（指令番号処理票）が付すこととされているところ、事務経理簿

（指令番号処理票）が付されていないものがありました。

　さらに、三田市文書取扱規定第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当

たっては、収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとす

る。」と規定されているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別で

きないものや発送にあたり経理処理がなされていないものがありました。

都市計画課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、保存期間が満了した文書であるにもかかわらず文書

分類表に登載されているもの、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載

されていないものがありました。

公園みどり課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、保存期間に係る文書の所在が確認できないもの、保

存期間が満了した文書であるにもかかわらず文書分類表に登載されているものがあり

ました。

都市整備課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」とされているところ、保存期間

の始期となる完結年度の記載のないもの、同規程第４１条において「所管課長は、当

該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期間、保存場所、

廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月１０日までに文

書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をいう。）を含む。

以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならない。」と規定されて

いるところ、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないもの

がありました。

改

善

済

に

至

ら

ず

改

善

済

に

至

ら

ず

指

定

管

理

者

制

度

関

係

事

務

管

理

関

係

ア

ア

指定管理者制度

における月例報

告について

　指定管理者制度マニュアルにおいて翌月１０日までに提出させることとなって

いる月例報告書について、期限までに提出されていないものがありました。

　期限内に提出されるよう指導してください。

　三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事

務経理簿において、収発月日の記載の遺漏があるもの、事件の要旨の記載が不完

全なもの、差出人及び宛名が記載されていないもの、受領印の押印の遺漏がある

ものがありました。

　また、同規程第１７条第３項において、収受文書は黒字、発送文書は朱字で記

載することとされているところ、発送文書について朱字で記入されていないも

の、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないものがありまし

た。

　事務経理簿は文書の処理を明確にするためのものであることから、適正に記載

等するようにしてください。

事務経理簿につ

いて

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別

表第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」とされているところ、

同規程別表第２（第３条、第３７条関係）において、第１種に属する文書は３０

年、第２種に属する文書は１０年、第３種に属する文書は５年、第４種に属する

文書は３年、第５種に属する文書は１年とされているとともに、同規程第３７条

第３項において「別表第２に規定する第１種に属する文書は、１１年以上の保存

期間を要するものとし、文書管理者は、１０年ごとにその文書の保存期間を見直

すものとする。」とされているところ、これらの規定によらない保存期間が設定

されているものがありました。

　保存期間については、適正に設定してください。

　また、三田市文書取扱規程第４１条において「所管課長は、当該所管課の文書

について５月３１日現在におけるファイル名、保存期間、保存場所、廃棄年度そ

の他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月１０日までに文書担当

課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をいう。）を含む。以

下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならない。」と規定され

ているところ、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていな

いもの、保存期間に係る文書の所在が確認できないものがありました。

　文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合

する等適正に管理してください。

文書分類表等に

ついて

イ

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令等に基づき適正に管理してくださ

い。

　事務経理簿については、法令等に基づき

適正に記載するようにしてください。
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平成28年度定期監査（その２）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

道路河川課

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存期間が設定されているも

の、保存期間に係る文書の所在が確認できないもの、保存期間が満了した文書である

にもかかわらず文書分類表に登載されているもの、文書が存在しているにもかかわら

ず文書分類表に登載されていないもの、同一簿冊にも関わらず保存期間が異なるもの

がありました。

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令等に基づき適正に管理してくださ

い。

審査指導課

改

善

済

ウ

電磁的記録媒体

の管理について

　電磁的記録媒体については、「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」（平成

１８年１２月１９日情報推進課制定）において記録媒体管理簿に登載することと

されているところ、電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理

簿に登載されていないものがありました。

　電磁的記録媒体については、定期的に記録媒体管理簿と照合する等適正に管理

してください。

審査指導課

改

善

済

に

至

ら

ず

　「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」（平成１８年１２月１９日情報推進課制

定）において記録媒体管理簿に登載することとされているところ、電磁的記録媒体が

存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されていないものがありました。

　電磁的記録媒体については、定期的に記

録媒体管理簿と照合する等、法令等に基づ

き適正に管理してください。

公園みどり課

　職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等を

発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼書（以下「旅行命令簿等」

という。」に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなけ

ればならない。」と規定されているところ、所定の事項が一部記載されていないも

の、旅行命令権者の押印がなされていないものがありました。

消防本部

　職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等を

発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼書（以下「旅行命令簿等」

という。」に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなけ

ればならない。」と規定されているところ、旅行命令等を発出した順に記載されてい

ないものなどがありました。

都市計画課

用地課

審査指導課

公園みどり課

※部署名欄の[  ]は、前回指摘した際の部署名を表しています。

改

善

済

改

善

済

に

至

ら

ず

改

善

済

エ

事

務

管

理

関

係

カ

公用車の管理に

ついて

　道路運送車両法第４８条において「自動車（小型特殊自動車を除く。以下この

項、次条第１項及び第５４条第４項において同じ。）の使用者は、次の各号に掲

げる自動車について、それぞれ当該各号に掲げる期間ごとに、点検の時期及び自

動車の種別、用途等に応じ国土交通省令で定める技術上の基準により自動車を点

検しなければならない。」と規定されているところ、この点検整備が行われてい

ないものがありました。

　点検整備について遺漏のないようにしてください。

　また、公用車については、庁用自動車取扱規程第５条第４項において「車両の

安全な運行を確保するため、毎月１５日（日曜日、土曜日又は休日の場合は翌

日）を一斉点検日と定め、原則として始業時に車両点検を行う。」、同規程第８

条において、「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記載し、その運行状況を

明確にしておかなければならない。」、同規程第１０条において、「課長等は、

各車両ごとに自動車使用実績簿を作成して使用状況を記録し、毎月１０日までに

前月分の使用状況を管財担当課長に報告しなければならない｡」と規定されてい

るところ、運転日誌が適正に整備されていないもの、運転日誌と自動車使用実績

簿の内容が一致していないものがありました。

　これらの書類について、適正に整備するようにしてください。

オ

職員被服貸与台

帳について

　三田市職員被服貸与規則第１３条において、「各所属の長は次の各号の区分に

従い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければな

らない。」とされていることから、職員被服貸与台帳については、各所属長が各

課に備え付け整理するとともに、被服を貸与されている職員が他の所属に異動す

る際には当該職員に係る職員被服貸与台帳を当該所属長に引継ぎしなければなら

ないものであるところ、これが適正になされていないものがありました。

　所属職員に係る職員被服貸与台帳については、常に整理しておくようにしてく

ださい。

旅行命令等につ

いて

　旅行命令簿については、職員等の旅費に関する条例第４条第４項において、

「旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又

は旅行依頼簿(以下「旅行命令簿等」という。)に当該旅行に関する事項を記載

し、これを当該旅行者に提示して行わなければならない。」と規定されていると

ころ、所定の事項が一部記載されていないもの、旅行命令権者の押印がなされて

いないものがありました。

　旅行命令に係る手続について、遺漏がないようにしてください。

　旅行命令に係る手続については、法令等

に基づき遺漏がないようにしてください。
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平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］

ア

サービスの利用

に係る利用承諾

書の徴取につい

て

　サービスの利用に当たって、利用者から徴取することとなっている利用承諾書

が徴取されていないものがありました。利用承諾書は、サービスの利用及びこれ

に係る負担金の徴収の根拠となるものであることから、当該利用者から速やかに

これを徴取してください。

　また、他に徴取されていないものがないか確認するとともに、今後このような

ことが生じないように対策を講じてください。

いきいき高齢者

支援課

［介護保険課］

改

善

済

福祉総務課

障害福祉課

介護保険課

　三田市会計事務規則第２５条において「歳入管理者は、納付すべき歳入を納期限ま

でに完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田

市債権管理条例(平成２１年三田市条例第４号。以下「債権管理条例」という。)第６

条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期限を指定して、その者に

対し、督促状により督促しなければならない。」とされているところ、納期限後２０

日以内に督促できていないもの、１０日以内の納期限を指定されていないものがあり

ました。

　滞納者への督促については、法令等に基

づき適時に行うとともに、定められた納期

限により行うようにしてください。

国保医療課

　三田市会計事務規則第２５条において「歳入管理者は、納付すべき歳入を納期限ま

でに完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田

市債権管理条例(平成２１年三田市条例第４号。以下「債権管理条例」という。)第６

条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期限を指定して、その者に

対し、督促状により督促しなければならない。」とされているところ、納期限後２０

日以内に督促できていないものがありました。

　滞納者への督促については、法令等に基

づき適時に行うようにしてください。

介護保険課

　三田市会計事務規則第２１条において「会計管理者又は出納員等は、前条の規定に

より直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければならな

い。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがありました。

　収納金については、法令等に基づき即日

又は翌日中に金融機関に払い込みできるよ

うに収納事務を見直ししてください。

健康増進課

　三田市会計事務規則第２１条において「会計管理者又は出納員等は、前条の規定に

より直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければならな

い。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがありました。

　また、現金取扱基準において、収納金等の現金の取扱いに当たっては、各所属にお

いて現金取扱フローチェックシートを作成し、これを運用していくこととされている

ところ、現金取扱フローチェックシートに確認印の押印漏れがありました。

　収納金については、法令等に基づき即日

又は翌日中に金融機関に払い込みできるよ

うに関連する収納事務を見直しするととも

に、現金取扱フローチェックシートの運用

方法を見直ししてください。

エ

分納誓約書の徴

取について

　分割納付の申出を認めるに当たり、分納誓約書を徴取していないものがありま

した。

　分納誓約書については、債務者本人から分割納付の申出があったことを証する

ものであるとともに、債務者本人が当該債務が存することを承認したことを証す

るものとなることから、分割納付の申出を認める場合には、これを徴取するよう

にしてください。

国保医療課

改

善

済

オ

休日応急診療セ

ンター使用料の

返金について

　休日応急診療センター使用料（以下「センター使用料」という。）について、

健康保険証等の提示がなく診療を受けた者からは、自費で診療を受けた者とし

て、一旦、１点単価を１２円（通常は１０円）として算定した額を徴収し、後日

健康保険証等の提示を受けて精算し、返金されているところ、この返金が返金当

日にセンター使用料として受領された現金のうちから行われているものがありま

した。

　本来、返金に当たっては歳入戻出の事務処理を行うべきであることから、還付

準備金を用意して対応する等適正な事務処理となるようにしてください。

健康増進課

改

善

済

に

至

ら

ず

　休日応急診療センター使用料（以下「センター使用料」という。）について、健康

保険証等の提示がなく診療を受けた者からは、自費で診療を受けた者として、一旦、

１点単価を１０円として算定した額を徴収し、後日健康保険証等の提示を受けて精

算、返金されているところ、この返金が返金当日にセンター使用料として受領された

現金のうちから行われているものがありました 。

　返金については、歳入戻出の事務処理を

行うべきであることから、還付準備金を用

意して対応する等適正な事務処理となるよ

うにしてください。

改

善

済

歳

入

関

係

　三田市会計事務規則第１４条において、「納入の通知をする場合の納期限につ

いては、法令その他の定めがある場合を除くほか、調定の日から２０日以内に納

期限を定めなければならない。」と規定されているところ、法令その他の定めが

ないにもかかわらず、２０日を過ぎた納期限を定めているものがありました。

　また、三田市会計事務規則第２５条において「納付すべき歳入を納期限までに

完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田

市債権管理条例第６条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期

限を指定して、その者に対し、督促状により督促しなければならない。」と規定

されているところ、納期限後２０日以内に督促できていないもの、１０日以内の

納期限を指定されていないものがありました。

　納期限については、債務の履行期限であることから、適正に定めてください。

ウ

収納金の取扱い

について

　三田市会計事務規則第２１条において、「会計管理者又は出納員等は、前条の

規定により直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければ

ならない。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがあり

ました。

　また、現金取扱基準において、収納金等の現金の取扱いに当たっては、各所属

において現金取扱フローチェックシートを作成し、これを運用していくこととさ

れているところ、現金取扱フローチェックシートにおいて必要な事項（件数、金

額）が記載されていないものがありました。

　公金の事故等防止の観点から、収納金は即日又は翌日中に金融機関に払い込み

できるように関連する事務処理を見直しするとともに、収納金の払い込みの失念

による遅延防止及び現金取扱フローチェックシートによるチェックの形骸化防止

の観点から、現金取扱フローチェックシートの運用方法を見直ししてください。

イ

納期限の設定に

ついて

前回指摘事項

改

善

済

に

至

ら

ず

改

善

済

に

至

ら

ず
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平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

福祉総務課

介護保険課

福祉総務課

健康増進課

［地域福祉医療

推進課］

いきいき高齢者

支援課

［介護保険課］

健康増進課

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市事務処理規則別表第２（第１３条関係）において、１件５万円以上の報償費

の支出については、実施決定（実施伺い）の手続を行うことと規定されているとこ

ろ、予算科目の一部が記載されていないものがありました。

　事業等実施に際しては、法令等に基づき

必要事項を記載し、所定の手続を適正に行

うようにしてください。

国保医療課

改

善

済

イ

業務委託に係る

単独随意契約理

由書について

　仕様書等に定める業務を履行できる唯一の事業者であることを理由として単独

随意契約を行うこととしたものについて、契約締結前に委託業者側の都合により

一部の業務が履行できなくなったとして再委託承認願が提出され、これを承諾し

契約締結しているものがありました。

　契約締結前に当初の単独随意契約の理由が成り立たなくなったものについて

は、安易に再委託を承諾し、契約締結するのではなく再度業者選定を行う等、適

切な対応をとるようにしてください。

健康増進課

改

善

済

福祉総務課

健康増進課

［地域福祉医療

推進課］

障害福祉課

健康増進課

国保医療課

改

善

済

改

善

済

改

善

済

歳

入

関

係

歳

出

関

係

カ

分担金等徴収職

員証・徴税吏員

証について

　三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条において「分

担金等（地方自治法第２３１条の３第１項の歳入（三田市債権管理条例第２条第

２号に規定する市の私債権を除く。以下「分担金等」という。）を徴収しようと

する職員は、分担金等の徴収に関する調査のために必要な質問又は検査その他の

行為を行う場合においては、当該職員の身分を証明する分担金等徴収職員証を携

帯しなければならない。」、また、地方税法第７０７条第３項において、「第一

項の場合においては、当該徴税吏員は、その身分を証明する証票を携帯し、関係

人の請求があつたときは、これを提示しなければならない。」と規定されている

ところ、適時に分担金等徴収職員証又は徴税吏員の身分を証明する証票（以下

「徴税吏員証」という。）を交付されていない部署がありました。

　分担金等徴収職員証、徴税吏員証については、必要な職員に適時に交付するよ

うにしてください。

ウ

業務委託に係る

仕様書等につい

て

　三田市契約事務規則第４４条において「随意契約によろうとするときは、契約

条項その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴

さなければならない。」とされているところ、契約条項その他見積りに必要な事

項を示した書類（以下「仕様書等」という。）において、必要な事項（実施日

数、実施時間、配置人員、業務報告書の提出等）の一部が規定されていないも

の、委託業務の内容について「別途契約書第３条及び第５条に記載のとおり」と

規定されているものがありました。

　仕様書等は、契約締結の前に委託しようとする業務の内容を具体的に示すもの

であるとともに、業務の履行確認に当たっての基準となるものであることから、

適正なものを作成するようにしてください。

　また、職員の行政事務マニュアル（平成２８年９月１日政策課改訂）におい

て、年度当初から実施する必要がある契約について前年度に契約締結の準備行為

（事前準備）を行う場合には、実施伺にその理由を明確に記載するとともに、仕

様書等に「解除条件付の契約（予算議決前の準備行為として実施する入札である

ため、市議会で予算の減額・否決があったときは解除条件が成就し、入札の効力

を失う旨）」であることを記載することとされているところ、この旨の記載がな

いものがありました。

　予算の減額・否決の議決があった場合の解除がありうるという可能性を相手方

に認識させるためにも、仕様書等へのその旨の記載について遺漏がないようにし

てください。

ア

報償費の支出に

係る事務手続に

ついて

　三田市事務処理規則別表第２（第１３条関係）において、１件５万円以上の報

償費の支出については、実施決定（実施伺い）の手続を行うことと規定されてい

るところ、これがなされていないもの、予算科目や相手方選定方法が記載されて

いないもの、実施伺いの決裁日と当該業務委託契約に係る見積書の日付に齟齬が

あるものがありました。

　また、報償物品の購入に際しては、三田市契約事務規則第８１条及び別表にお

いて、予定価格が１件１０万円未満の場合には各担当課にて契約事務を行うもの

とされているところ、予定価格が１０万円未満でないにもかかわらず担当課にお

いて業者を決定しているものがありました。

　事業等実施に際しては、所定の手続を適正に行うようにしてください。
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平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

いきいき高齢者

支援課

［介護保険課］

健康増進課

健康増進課

国保医療課

カ

業務委託の内容

について

　業務委託契約書における業務内容の中に関係法令において当該委託先の団体任

務と規定されている業務が含まれているものがありました。

　業務委託は本来市が行うべき業務を委託するものであることから、契約書の業

務内容について整理してください。

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

改

善

済

キ

支出事務の委託

について

　三田市会計事務規則第５０条において「支出命令者は、支出事務の委託に係る

資金を交付したときは、委託金支払内訳書を作成し、当該受託者に送付しなけれ

ばならない。」「第１項の委託を受けた者は、委託に係る支出事務が完了したと

きは、速やかに精算書を作成し、受託支払金計算書及び証拠書類を添えて支出命

令者に提出しなければならない。」と規定されているところ、これらの送付、提

出がなされていないものがありました。

　公金の支出が適切になされたかどうかを厳密に確認するためにも、これらの手

続について遺漏がないようにしてください。

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

改

善

済

健康増進課

［地域福祉医療

推進課］

改

善

済

障害福祉課

改

善

済

に

至

ら

ず

　委託業務に係る報告において、仕様書に定められた業務の実施が確認できないも

の、毎月終了後１０日以内に報告することとなっているが報告日が確認できないもの

がありました。

　委託業務に係る履行確認については、仕

様書に規定する業務内容に照らして、慎重

に精査するとともに、不適合な部分がある

場合には、適時かつ厳正に対処するように

してください。

いきいき高齢者

支援課

［介護保険課］

健康増進課

改

善

済

歳

出

関

係

　委託業務に係る履行確認について、仕様書等において有資格者により実施する

ことと規定されている業務について実際に有資格者により実施されたことが確認

されていないもの、業務報告書において必要な事項（点検結果、実施人数等）の

一部が記載されていないもの、仕様書等に規定されている業務全般について履行

されていることが確認できるような業務報告書が提出されていないもの、仕様書

等に規定されている業務の一部が履行されていないもの、業務報告書が提出され

ていないものがありました。

　委託業務に係る履行確認については、仕様書に規定する業務内容に照らして、

慎重に精査するとともに、不適合な部分がある場合には、適時かつ厳正に対処す

るようにしてください。

オ

業務委託に係る

見積書について

　三田市契約事務規則第４４条において「随意契約によろうとするときは、契約

条項その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴

さなければならない。」と規定されているとともに、同規則第４５条において見

積書の徴取を省略することができる場合が規定されているところ、省略すること

ができる場合に該当しないにもかかわらず見積書を徴取していないものがありま

した。

　単独随意契約となる場合であっても、委託料の根拠として見積書で徴取するよ

うにしてください。

エ

委託事業におけ

る利用者等から

の負担金につい

て

　委託事業において当該利用者等から負担金を徴収することとなっているものに

ついて、当該負担金が当該受託者の収入となっており、当該負担金と三田市から

の委託料で当該事業が運営されているものがありました。

　委託事業については三田市が実施主体となるものであるとともに、総計予算主

義の観点からすると、本来であれば、当該負担金については三田市の収入とする

一方で、当該委託料については当該負担金相当額を増額するべきものであると考

えられますが、この場合には、三田市と当該受託者の間での当該負担金の受渡等

の事務処理が発生することとなります。

　これらの点を踏まえた上で、当該事業に係る事務処理が適正なものとなるよう

に、当該事業における当該負担金の位置付け及び当該事業の実施方法を整理して

ください。

ク

委託業務の履行

確認について

改

善

済

改

善

済

15



平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

ケ

備品レンタルに

係る契約書・請

書について

　三田市契約事務規則第５０条において「契約検査担当課長は、前条の規定によ

り契約書の作成を省略する場合においては、契約の適正な履行を確保するため、

契約内容を明らかにした請書、公文書その他これらに準ずる書面を徴さなければ

ならない。ただし、物品の購入又は修繕の契約で契約金額が３０万円以下のもの

については、この限りでない。」と規定されているところ、契約金額が３０万円

を超えるにもかかわらず請書が作成されていないものがありました。

　請書等の徴取について、遺漏がないようにしてください。

福祉総務課

改

善

済

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

改

善

済

介護保険課

改

善

済

に

至

ら

ず

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由によ

り５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長等）

が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所属長が認

めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」と規定されて

いるとともに、この支払については、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長

等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっ

ては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定

されていることから、これらの一連の手続きにおいては、課長等と係長等による複数

のチェックが働くこととなっているものであるところ、一月分を一括して処理してい

るものや、所定の手続きがなされずに購入されているものがありました。

　消耗品の購入・支払に係るこれらの手続

については、法令等に基づき適正に行って

ください。

健康増進課

国保医療課

福祉総務課

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

福祉総務課

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

障害福祉課

歳

出

関

係

コ

消耗品の購入・

支払に係る手続

について

　消耗品の購入については、備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事

由により５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権

者（課長等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺い

により所属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとする。」と

規定されているとともに、この支払については、同基準第５条第２項において

「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消

耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定

するものとする。」と規定されていることから、これらの一連の手続において

は、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっているものであると

ころ、必要な事項の一部が記載されていないもの、これらの手続がなされずに購

入・支払されているものがありました。

　消耗品の購入・支払に係るこれらの手続について、遺漏がないようにしてくだ

さい。

シ

補助金の交付に

係る手続につい

て

　三田市補助金等交付規則第４条において「補助金等の交付の申請をしようとす

る者は、補助金等交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。」、同規則第５条第１項において「市長は、補助金等

の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類等を審査するとともに、必要

に応じて行う現地調査等により、補助金等の交付の適否を決定するものとす

る。」、同条第２項において「市長は、補助金等の交付を決定したときは補助金

等交付決定通知書（様式第２号）により、交付をしないことを決定したときは補

助金等不交付決定通知書（様式第３号）により当該申請者にその決定を通知する

ものとする。」と規定されているところ、年間を通じて行われる事業に対する補

助金であるにもかかわらず、これらの手続が年度当初に行われていないものがあ

りました。

　これらの手続について、適時に行われるようにしてください。

サ

補助事業に係る

補助対象経費に

ついて

　発生主義による会計処理が行われている補助事業者（補助金の交付の決定を受

けて補助事業を行うものをいう。以下同じ。）からの補助金等実績報告書におい

て、当該年度末までに支出されていない経費が当該年度に係る補助対象経費とし

て計上されているものがありました。

　当該補助金に係る交付要綱における補助対象経費の規定について、発生主義に

よる会計処理が行われていることを踏まえたものに改正する等当該経費の取扱い

について整理してください。

改

善

済

改

善

済

改

善

済

16



平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

ス

補助金の確定前

交付について

　三田市補助金等交付規則第１４条において「市長は、前条の規定により補助金

等の額を確定した後に、補助金等を補助事業者に交付するものとする。ただし、

市長が補助事業の遂行上必要があると認めるときは、補助金等の額の確定前で

あっても補助金等の全部又は一部を交付することができる。」と規定されている

ところ、補助事業者において当該補助金交付申請額の９倍～３２４倍もの留保資

金を有しているにもかかわらず、補助金等の額の確定前に補助金を交付（以下

「確定前交付」という。）しているものがありました。

　これらの補助金については、確定前交付の必要性はもとより、交付自体の必要

性についても検討してください。

障害福祉課

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市補助金等交付規則第１４条において「市長は、前条の規定により補助金等の

額を確定した後に、補助金等を補助事業者に交付するものとする。ただし、市長が補

助事業の遂行上必要があると認めるときは、補助金等の額の確定前であっても補助金

等の全部又は一部を交付することができる。」と規定されているところ、補助事業者

において一定の留保資金を有しているにもかかわらず、補助金等の額の確定前に補助

金を交付（以下「確定前交付」という。）しているものがありました。

　補助金については、確定前交付の必要性

はもとより、交付自体の必要性についても

検討してください。

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課分含む］

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市補助金等交付規則第１２条第１項において「市長は、前条の規定による報告

を受けたときは、補助事業等の成果が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件

に適合するかどうか審査しなければならない。」と規定されているところ、三田市か

らの運営補助金以外の収入（会費等）等が収支報告に記載されていないため当該運営

補助金の妥当性が確認できないもの、補助事業の明細の確認がなされていないものが

ありました。

　補助金については、市からの補助金以外

の収入等の記載がある収支報告書及び補助

事業の明細を元に補助金の妥当性を確認し

てください。

健康増進課

［地域福祉医療

推進課］

障害福祉課

障害福祉課

健康増進課

ア

行政財産の使用

許可について

　三田市公有財産規則第１８条第１項において「課長等は、行政財産の使用の許

可を受けようとするものに行政財産使用許可申請書を提出させなければならな

い。」、同条第２項において「課長等は、前項の申請書を受理したときは、申請

内容を調査のうえ許可に関する意見を添えて市長の決裁を受けなければならな

い。」、同条第３項において「前項の規定により使用の許可をすることに決定し

たときは、申請者に許可書を交付するものとする。」と規定されているところ、

これらの手続がなされていないもの、大幅に遅延しているものがありました。

　行政財産の使用許可に係る手続について、遺漏等のないようにしてください。

健康増進課

改

善

済

に

至

ら

ず

　三田市公有財産規則第１８条第１項において「課長等は、行政財産の使用の許可を

受けようとするものに行政財産使用許可申請書を提出させなければならない。」、同

条第２項において「課長等は、前項の申請書を受理したときは、申請内容を調査のう

え許可に関する意見を添えて市長の決裁を受けなければならない。」、同条第３項に

おいて「前項の規定により使用の許可をすることに決定したときは、申請者に許可書

を交付するものとする。」と規定されているところ、これらの手続がなされていない

ものがありました。

　行政財産の使用許可に係る手続について

は、法令等に基づき遺漏等のないようにし

てください。

イ

市庁舎内での補

助事業の実施に

係る庁舎一時使

用許可申請につ

いて

　市庁舎内での補助事業の実施に係る庁舎一時使用許可申請について、当該補助

金を所管する課の課長名でなされているものがありました。

　補助事業の実施主体は、補助事業者であることから、補助事業者名で申請手続

を行うようにしてください。

障害福祉課

改

善

済

福祉総務課

健康増進課

［地域福祉医療

推進課］

改

善

済

障害福祉課

健康増進課

国保医療課

改

善

済

補助事業等の実

績報告の審査に

ついて

　三田市補助金等交付規則第３条において「市長は、毎年度予算の範囲内で、補

助事業等の実施に必要な経費の全部又は一部を補助するものとする。」、同規則

第１２条第１項において「市長は、前条の規定による報告を受けたときは、補助

事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件に適合するか

どうかを審査しなければならない。」と規定されているところ、三田市からの運

営補助金以外の収入（会費等）が収支報告に記載されていないため当該運営補助

金の妥当性が確認できないもの、補助対象経費として計上されている関係組織へ

の交付金の使途の確認がなされていないもの、収支報告が千円単位で作成されて

いるもの、領収書等の確認がなされていないもの、補助事業の実施に必要とした

経費の確認がなされていないもの、補助事業の活動内容が具体的に記載されてい

ないものがありました。

　これらの補助金については、再度、実績報告の審査及び補助金等の額の確定を

行う等しかるべき措置を講じてください。

歳

出

関

係

財

産

管

理

関

係

セ

ウ

備品の管理につ

いて

　備品については、三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品に

ついては、出納員において備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしな

ければならない。」と規定されているところ、当該部署が保管する備品であるに

もかかわらず当該備品台帳に登載されていないものがありました。

　また、備品消耗品取扱基準第３条第３項において「備品には、可能な限り備品

整理票を貼付するものとする。」と規定されているところ、備品整理票が貼付可

能であるにもかかわらず備品整理票が貼付されていないものがありました。

　備品の保管状況を明らかにするため、備品台帳への登載等について、適正な事

務処理を行うとともに、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

　さらに、物品（備品）の管理換に当たっては、三田市会計事務規則第１００条

に規定する所定の手続が必要であるところ、この手続が行われていないものがあ

りました。

　物品（備品）の取得等に係る経緯を明らかにするためにも、所定の手続を行う

ようにしてください。

ソ

補助事業者によ

る所得税等の源

泉徴収について

　補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等につい

て、所得税等の源泉徴収が必要なものであるにもかかわらず補助事業者において

源泉徴収されていることが確認できていないものがありました。

　補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について

は、源泉徴収等に係る処理が適正に行われているか確認するとともに、不備のあ

るものについては適正に行うように指導してください。

改

善

済

　補助事業者が三田市から交付を受けた補

助金をもって支払した賃金等については、

法令等に基づき源泉徴収等に係る処理が適

正に行われているか確認するとともに、不

備のあるものについては適正に行うように

指導してください。

改

善

済

に

至

ら

ず

　備品台帳への登載等については、法令等

に基づき適正な事務処理を行うとともに、

備品台帳と備品を定期的に照合してくださ

い。

改

善

済

に

至

ら

ず

　補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について、所

得税等の源泉徴収が必要なものであるにもかかわらず補助事業者において源泉徴収さ

れていることが確認できていないものがありました。

　三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員にお

いて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」と規定

されているところ、当該部署が保管する備品であるにもかかわらず当該備品台帳に登

載されていないものがありました。

　また、備品消耗品取扱基準第３条第３項において「備品には、可能な限り備品整理

票を貼付するものとする。」と規定されているところ、備品整理票が貼付可能である

にもかかわらず備品整理票が貼付されていないものがありました。
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区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

障害福祉課

改

善

済

健康増進課

改

善

済

に

至

ら

ず

　仕様書に規定されている業務基準と、実際の業務として明記されている業務基準に

おいて、名称の誤りがありました。

　業務の履行確認については、仕様書等に

規定する業務内容に照らして行われること

から、慎重に精査するとともに、不適合な

部分がある場合には、適時かつ厳正に対処

するようにしてください。

障害福祉課

改

善

済

に

至

ら

ず

　指定管理者制度マニュアルにおいて、指定管理者からの定期報告書等の提出を受け

て実施することとされている定期評価について、定期報告書等の日付記入欄がないた

め提出日が判然としないものがありました。

　定期評価に係る手続については、適切に

行うことができるよう指導してください。

健康増進課

改

善

済

福祉総務課

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

介護保険課

　三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事務経

理簿等に発送年月日の記入のないもの等がありました。

　また、三田市文書取扱規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たっ

ては、収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」と

規定されているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないも

のがありました。

健康増進課

　三田市文書取扱規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たっては、

収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」と規定さ

れているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないものがあ

りました。

福祉総務課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存期間が設定されているも

の、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないものがありま

した。

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令に基づき適正に管理するととも

に、適正な保存期間を設定するようにして

ください。

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

　三田市文書取扱規程第４１条において「所管課長は、当該所管課の文書について５

月３１日現在におけるファイル名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項

を記載した文書分類表を作成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当

課長（経営管理部行政管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同

じ。）にその写しを提出しなければならない。」と規定されているところ、文書が存

在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないものがありました。

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令等に基づき適正に管理してくださ

い。

　仕様書等に規定されている業務の実施回数が不足しているものがありました。

　業務の履行確認については、仕様書等に規定する業務内容に照らして、慎重に

精査するとともに、不適合な部分がある場合には、適時かつ厳正に対処するよう

にしてください。

　また、仕様書等に定める業務全般について履行されていることが確認できるよ

うな月例報告書等が提出されていないものがありました。

　月例報告書等については、仕様書等に定める業務全般について網羅したものと

なるように、報告事項を整理してください。

指

定

管

理

者

制

度

関

係

イ

ア

指定管理者制度

における月例報

告書等について

指定管理者制度

における定期評

価について

　指定管理者制度マニュアルにおいて指定管理者からの定期報告書等の提出を受

けて実施することとされている定期評価について、定期報告書の提出があってか

ら相当の期間が経過しているにもかかわらず定期評価が行われていないもの、定

期報告書と定期評価の日付が前後しているものがありました。

　定期評価に係る手続について、適時に行うようにしてください。

　また、指定管理者制度マニュアルにおいて、改善が必要と思われる場合には文

書により指導を行うこととされているところ、定期評価により改善が必要と認め

られた項目について、文書による改善指導がなされていないものがありました。

　改善指導については文書で行うようにしてください。

改

善

済

に

至

ら

ず

改

善

済

に

至

ら

ず

　事務経理簿については、法令等に基づき

適正に記載等するようにしてください。

事

務

管

理

関

係

ア

事務経理簿につ

いて

　三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事

務経理簿において、経理番号が重複しているもの、収発月日の記載がないもの、

差出人及び宛名が記載されていないもの、一部が鉛筆で記載されているもの、１

頁の中に複数の収発月日に係るものがプリンタ印字されておりその都度処理がな

されていないもの、受領印の押印がないものがありました。

　また、同規程第１７条第３項において、収受文書は黒字、発送文書は朱字で記

載することとされているところ、黒字と朱字の誤りについて適切に訂正されてい

ないものがありました。

　事務経理簿は文書の処理を明確にするためのものであることから、適正に記載

等するようにしてください。

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別

表第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条にお

いて「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存

期間が設定されているもの、保存期間に係る文書の所在が確認できないもの、保

存期間が満了した文書であるにもかかわらず、文書分類表に登載されているも

の、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないものがあ

りました。

　三田市文書取扱規程別表第２において具体的に規定されている文書について

は、これに基いて保存期間を設定するとともに、当該期間保存するようにしてく

ださい（例　１０年：廃棄文書目録、１年：旅行命令簿、事務経理簿、公印押印

簿、運転日誌、文書分類表）。

　また、文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表

と照合する等適正に管理してください。

イ

文書分類表等に

ついて

改

善

済
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区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

障害福祉課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存期間が設定されているも

の、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないものがありま

した。

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令等に基づき適正に管理するととも

に、適正な保存期間を設定するようにして

ください。

いきいき高齢者

支援課

[介護保険課]

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」とされているところ、これによ

らない保存年限としている簿冊がありました。

　文書の保存年限については、法令等に基

づき適正に設定してください。

健康増進課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登

載されていないものがありました。

国保医療課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第

２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条において「所

管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月

１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をい

う。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなければならな

い。」と規定されているところ、文書分類表の記載名称と実際に保存されている簿冊

名が異なっているもの、設定された保存期間が満了しているにも関わらず文書分類表

に登載されているものがありました。

ウ 公印について

　三田市公印規則第５条において、「公印の保管及び使用は、管守者が責任をも

つて行わなければならない」とされているところ、印面が著しく劣化し使用でき

ない状態のまま保管しているものがありました。

　また、現在の業務の状況に比して、公印の保管個数が過多となっているものが

ありました。

　公印については、業務の状況を勘案し、不要なものは廃止する等して適正に管

理するようにしてください。

介護保険課

いきいき高齢者

支援課

［介護保険課］

改

善

済

エ

印影印刷に係る

手続について

　三田市公印規則第１１条第２項において「前項の規定により公印の印影を印刷

しようとするときは、文書担当課長及び当該公印の管守者に合議しなければなら

ない。」と規定されているところ、この手続がなされていないものがありまし

た。

　印影印刷に係る手続について、遺漏がないようにしてください。

福祉総務課

改

善

済

介護保険課

健康増進課

　旅行命令簿については、旅行の内容を適

正に記載するものであることから、法令等

に基づき適正に記載するようにしてくださ

い。

改

善

済

に

至

ら

ず

　職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等を

発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼簿(以下「旅行命令簿等」と

いう。)に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなければ

ならない。ただし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示する時

間的余裕がない場合には、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更することが

できる。この場合において、旅行命令権者は、できるだけ速やかに、旅行命令簿等に

当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。」と

されているところ、記載すべき事項の記載がないものがありました。

　文書については、日頃から整理整頓する

とともに、定期的に文書分類表と照合する

等、法令等に基づき適正に管理してくださ

い。

事

務

管

理

関

係

改

善

済

に

至

ら

ず

オ

旅行命令等につ

いて

　旅行命令簿については、職員等の旅費に関する条例第４条第４項において、

「旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又

は旅行依頼簿(以下「旅行命令簿等」という。)に当該旅行に関する事項を記載

し、これを当該旅行者に提示して行わなければならない。」と規定されていると

ころ、所定の事項の一部が記載されていないもの、旅行命令権者の押印がなされ

ていないものがありました。

　旅行命令に係る手続について、遺漏がないようにしてください。
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平成28年度定期監査（その３）指摘事項及び改善状況等

区分 部署名

改善

状況

［今回の監査で判明した不適切な内容］ ［勧告事項］前回指摘事項

介護保険課

健康増進課

国保医療課

福祉総務課

障害福祉課

介護保険課

　庁用自動車取扱規程第８条において「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記載

し、その運行状況を明確にしておかなければならない。」、同規程第１０条において

「課長等は、各車両ごとに自動車使用実績簿を作成して使用状況を記録し、毎月１０

日までに前月分の使用状況を管財担当課長に報告しなければならない｡」と規定されて

いるところ、運転日誌と自動車使用実績簿の内容が一致していないものなどがありま

した。

　文書事務については、行政運営に欠くこ

とのできない重要なものであることから、

適正な事務執行をしてください。

国保医療課

　庁用自動車取扱規程第４条第５号において、安全運転管理に係る補助者は「車両ご

とに運転日誌を備え、運転状況を把握すること」とされているところ、状況が把握さ

れている形跡がありませんでした。

　安全運転管理に係る補助者は事故絶滅を

図るため、法令等に基づき適切に公用車の

運転状況を把握してください。

健康増進課

改

善

済

　

福祉総務課

福祉総務課

［地域福祉医療

推進課］

ケ

行政処分に係る

教示について

　行政不服審査法第８２条第１項において「行政庁は、審査請求若しくは再調査

の請求又は他の法令に基づく不服申立て（以下この条において「不服申立て」と

総称する。）をすることができる処分をする場合には、処分の相手方に対し、当

該処分につき不服申立てをすることができる旨並びに不服申立てをすべき行政庁

及び不服申立てをすることができる期間を書面で教示しなければならない。」と

されているところ、この教示の内容に誤りがあるものがありました。

　この教示について、他の処分に係るものについても点検し、誤り等のあるもの

については是正してください。

福祉総務課

改

善

済

※部署名欄の[  ]は、前回指摘した際の部署名を表しています。

ク

準公金等の管理

について

　準公金等の管理に関して、出納簿の残高と現金・預金の残高が定期的に照合確

認されていないものがありました。

　また、国からの裁定通知に基づき国債を交付する事業において、国からの裁定

通知と本人への交付状況が定期的に照合確認されていないものがありました。

　事故等防止の観点からも、定期的に照合確認するようにしてください。

キ

公用車の管理に

ついて

　公用車については、庁用自動車取扱規程第５条第４項において「車両の安全な

運行を確保するため、毎月１５日（日曜日、土曜日又は休日の場合は翌日）を一

斉点検日と定め、原則として始業時に車両点検を行う。」、同規程第８条におい

て、「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記載し、その運行状況を明確にし

ておかなければならない。」、同規程第１０条において、「課長等は、各車両ご

とに自動車使用実績簿を作成して使用状況を記録し、毎月１０日までに前月分の

使用状況を管財担当課長に報告しなければならない｡」と規定されているとこ

ろ、運転日誌が適正に整備されていないもの、自動車使用実績簿が適正に整備さ

れていないものがありました。

　これらの書類について、適正に整備するようにしてください。

　また、運行委託を行っている車両について、運行中に事故を起こしたにもかか

わらず公用車を所管する管財担当課へ報告がなされていないもの、庁用自動車取

扱規程に定める運転日誌、自動車使用実績簿が整備されていないもの、安全運転

管理者を選任していないものがありました。

　運行委託を行っている車両についても三田市の公用車であることから、庁用自

動車取扱規程に規定する管理を行うよう運行委託業務に係る仕様書等に明記し、

これを履行させるようにしてください。

カ

職員被服貸与台

帳について

　三田市職員被服貸与規則第１３条において、「各所属の長は次の各号の区分に

従い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければな

らない。」とされていることから、職員被服貸与台帳については、各所属長が各

課に備え付け整理するとともに、被服を貸与されている職員が他の所属に異動す

る際には当該職員に係る職員被服貸与台帳を当該所属長に引継ぎしなければなら

ないものであるところ、これが適正に整備されていないものがありました。

　所属職員に係る職員被服貸与台帳については、常に整理しておくようにしてく

ださい。

改

善

済

に

至

ら

ず

改

善

済

改

善

済

事

務

管

理

関

係

改

善

済
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平成30年度定期監査（その１）実施による勧告事項状況表

区分 ［今回の監査で新たに判明した不適切な内容］ ［勧告事項］ 部署名

ア 時間外勤務手当について 　時間外勤務の算定に誤りが見受けられました。

　時間外勤務の時間数については、時間外勤務手当の

算定の基礎となることから、適切に算定するようにし

てください。

消防本部

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を購入するに当

たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」と規定されているとともに、この支払につ

いては、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品

の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定されていることか

ら、これらの一連の手続きにおいては、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっているものであるところ、

所要事項の一部が記載等されていないもの、これらの手続きがなされずに購入されているものがありました。

　消耗品の購入・支払に係る手続については、法令等

に基づき適正に行ってください。

都市計画課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては

備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとす

る。」と規定されているところ、納入確認時の押印がなされていないものがありました。

いきいき高齢者支援課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては

備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとす

る。」と規定されているところ、納入日の記載がなされていないものがありました。

まちの再生課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を購入するに当

たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」と規定されているところ、適時に消耗品購

入伺いによる決定がなされていないものがありました。

道路河川課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を購入するに当

たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」と規定されているところ、消耗品購入伺い

に記載された予定金額を大幅に超えた価格で納品されたものがありました。

用地課

ウ

業務委託に係る法令に定めの

ある事項について

　道路交通法第７４条の３第１項において、「自動車の使用者（道路運送法の規定による自動車運送事業者（貨物自動車運

送事業法（平成元年法律第八十三号）の規定による貨物軽自動車運送事業を経営する者を除く。以下同じ。）及び貨物利用

運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者を除く。以下この条において同じ。）は、内閣府令で定める

台数以上の自動車の使用の本拠ごとに、年齢、自動車の運転の管理の経験その他について内閣府令で定める要件を備える者

のうちから、次項の業務を行う者として、安全運転管理者を選任しなければならない。」とされているところ、車両の運行

委託をしているにもかかわらず、当該管理者選任の有無を把握できていないものがありました。

　委託業務が必要に応じて関係法令に適合しているか

については、適切に把握してください。

いきいき高齢者支援課

ア 備品台帳の整備等について

　三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員において備品台帳を備え付け、物品の保管

状況を明らかにしなければならない。」と規定され、備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第３条において「課等の

長は、備品について備品台帳及び廃棄等備品簿を整備し、取得、管理換え、破棄等について整理することとする。」とされ

ているところ、備品台帳が適正に整備されていませんでした。

　また、三田市会計事務規則第１０６条第５項において「物品管理者は、第１項の規定により物品を貸し与える場合におい

ては、別に定めがあるもののほか、借受人から借用証書を徴収しなければならない。ただし、軽微な物品については貸与簿

を備え、これに借受人から借用した旨の記名押印をさせて借用証書に変えることができる。」と規定されているところ、こ

れらの手続きがなされずに物品を貸与されているものがありました。

　備品台帳の整備については、法令等に基づき適正に

整備してください。

　また、備品台帳と備品を定期的に照合してくださ

い。

　なお、物品の貸与に係る手続きについては、法令等

に基づき適正に行ってください。

いきいき高齢者支援課

イ 備品の廃棄処分について

　三田市会計事務規則第１０３条第１項において「職員は、使用中の物品が使用に耐えなくなったとき又は不用になったと

きは、直ちにその旨を物品管理者に申し出なければならない。」、同条第2項において「物品管理者は、前項の規定により

職員から不用の申出があった物品については、廃品処分の決定をしなければならない。」とされているところ、長期間使用

されていない備品があるにもかかわらず、廃品処分の決定がなされていないものがありました。

　長期間使用されていない備品については、法令等に

基づき速やかに廃品処分の検討をしてください。

健康増進課

障害福祉課

まちの再生課

　三田市文書取扱規程第３２条第１号において「発送文書は、事務経理簿に所要事項を記載すること。」と規定されている

ところ、発送文書であるにもかかわらず、発送年月日の記入がなされていないものがありました。

　また、黒字と朱字の誤りについて適切に訂正されていないものがありました。

介護保険課

　三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経理簿について、事件の要旨等所要の事項

が記載されていないものがありました。

国保医療課

　消耗品の購入に係る手続については、法令等に基づ

き適正に行ってください。

　消耗品の支払に係る手続については、法令等に基づ

き適正に行ってください。
消耗品の購入・支払に係る手

続について

　三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経理簿について、受領印の押印がなされて

いないものがありました。

イ
歳

出

関

係

財

産

管

理

関

係

事

務

管

理

関

係

事務経理簿についてア

　事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載

等してください。
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平成30年度定期監査（その１）実施による勧告事項状況表

区分 ［今回の監査で新たに判明した不適切な内容］ ［勧告事項］ 部署名

　三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経理簿について、収発年月日等所要の事項

が記載されていないもの、始期から終期まで連続した番号が付されていないものがありました。

　また、黒字と朱字の誤りについて適切に訂正されていないものがありました。

都市計画課

ア

　三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経理簿について、差出人及び宛名が誤って

記載されているものがありました。

都市整備課

　三田市文書取扱規程第１３条において「文書には、次の各号により整理記号及び番号を付さなければならない。ただし、

簡易なものについては、これを省略することができる。」とされているところ、補助金等確定通知書であるにも関わらず、

指令番号が採番されていないものがありました。

公園みどり課

　三田市文書取扱規程第４５条において「所管課長は、保存期間が満了した文書は毎年４月３０日までに廃棄簿冊目録を作

成し、文書担当課長に提出するとともに、毎年５月３１日までに当該文書を廃棄しなければならない。」と規定されている

ところ、廃棄簿冊目録が作成されていませんでした。

　文書等については、法令等に基づき適正に作成して

ください。

いきいき高齢者支援課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第２の保存期間別文書一覧表の定めると

ころによる。」、同規程第４１条において「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、

保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情

報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなけ

ればならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存期間が設定されているもの、文書分類表の記載内容

が保存されている簿冊と一致しないものがありました。

まちの再生課

　三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表第２の保存期間別文書一覧表の定めると

ころによる。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存期間が設定されているものがありました。

用地課

　「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課制定)において、記録媒体管理簿に登載し

て管理することとされているところ、電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてないもの

がありました。

　また、パスワードの取扱いについては「三田市情報セキュリティポリシー」において、パスワードを不用意に漏らさない

又はメモ用紙等他人の目の付く所に記録しない等、パスワードの秘密保持に努めなければならないとされているところ、記

録媒体と一体となってパスワードが管理されているものがありました。

　電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令

等に基づき適正に整備するとともに、定期的に記録媒

体管理簿と照合するようにしてください。

　また、パスワードの管理については、三田市情報セ

キュリティポリシーに基づき、適切に管理してくださ

い。

福祉総務課

　「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課制定)において、記録媒体管理簿に登載し

て管理することとされているところ、電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてないも

の、記録媒体管理簿の記載内容と記録媒体識別のためのラベルの表記が一致しないものがありました。

障害福祉課

健康増進課

都市計画課

都市整備課

道路河川課

用地課

公園みどり課

福祉総務課

障害福祉課

都市計画課

まちの再生課

　三田市公印規則第１０条において「公印を押印するときは、決裁文書に施行する文書を添えて管守者に提出し、その確認

を受け、公印押印簿に必要事項を記載しなければならない。」とされているところ、公印押印簿に必要事項が記載されてい

ないものがありました。

エ 公印押印簿について

ウ

電磁的記録媒体の管理につい

て

文書分類表等についてイ

事務経理簿について

　事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載

等してください。

事

務

管

理

関

係

　文書については、法令等に定められた保存期間とし

てください。

　また、日頃から整理整頓並びに定期的に文書分類表

との照合等適正に管理してください。

　「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課制定)において、記録媒体管理簿に登載し

て管理することとされているところ、電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてないもの

がありました。

　電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令

等に基づき適正に整備するとともに、定期的に記録媒

体管理簿と照合するようにしてください。

　公印の押印に係る手続きについては、法令等に基づ

き遺漏がないようにしてください。
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平成30年度定期監査（その１）実施による勧告事項状況表

区分 ［今回の監査で新たに判明した不適切な内容］ ［勧告事項］ 部署名

　職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定する旅行命令簿等の記載事項及び様式は、

様式第1号による。」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

　また、職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更するに

は、旅行命令簿又は旅行依頼簿(以下「旅行命令簿等」という。)に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提

示して行わなければならない。ただし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示する時間的余裕がない場

合には、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更することができる。この場合において、旅行命令権者は、できるだ

け速やかに、旅行命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならない。」とされてい

るところ、適時に旅行命令が発せられていないものがありました。

福祉総務課

いきいき高齢者支援課

用地課

　職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定する旅行命令簿等の記載事項及び様式は、

様式第1号による。」とされているところ、記載事項の誤りがあるものがありました。

　旅行命令に係る手続については、法令等に基づき適

正に記載してください。

都市整備課

いきいき高齢者支援課

都市整備課

審査指導課

　三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の

状況を常に整理しておかなければならない」とされているところ、被服を貸与されている職員が他の所属に異動しているに

もかかわらず、異動元の所属に残された台帳がありました。

　所属職員に係る職員被服貸与台帳については、法令

等に基づき常に整理しておくようにしてください。

道路河川課

　三田市消防職員貸与品規則別表において消防職員に貸与する物品が規定されているところ、同規則第１０条の規定による

貸与品台帳において同規則の規定と異なる表現が用いられているものがありました。

　貸与品台帳の記載については、法令等に基づき適切

な記載となるようにしてください。

消防本部

　庁用自動車取扱規程第８条において「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記載し、その運行状況を明確にしておかな

ければならない。」とされているところ、運転日誌の記載事項の一部が記載されていないものがありました。

　運転日誌の記載については、法令等に基づき遺漏が

ないようにしてください。

いきいき高齢者支援課

　公用車については、三田市自動車安全運転等委員会による「交通事故発生時現場対応マニュアル」を車載することとなっ

ているところ、車載されていないものがありました。

　「交通事故発生時現場対応マニュアル」について

は、公用車に車載するようにしてください。

道路河川課

ク 準公金等の管理について

　準公金等の管理については、差引簿が作成されているものの当該会計に係る帳簿残高と現金・預金の残高が定期的に照合

確認されていないとともに、収入においては事務手続きがなされていませんでした。

　また、支出を証する書類や、会費等徴収に際しての請求書の請求日の記載漏れがありました。

　準公金等の管理ついては、記載漏れ等遺漏のないよ

うにするとともに、収入に係る事務手続きの整備、所

属長等が差引簿の残高と現金・預金の残高を定期的に

照合確認してください。

道路河川課

　切手等の管理については、備品消耗品取扱基準第３条の２第１項において「課等の長は、切手等について切手等整理簿を

整備し、取得及び使用状況について管理することとする。」と規定されているとともに、同条第２項において「切手等は毎

月末及び年度末に在庫確認を行い切手等整理簿に記録するものとする。」と規定されているところ、所要事項の一部が記載

されていないものがありました。

いきいき高齢者支援課

　切手等の管理については、備品消耗品取扱基準第３条の２第１項において「課等の長は、切手等について切手等整理簿を

整備し、取得及び使用状況について管理することとする。」と規定されているとともに、同条第２項において「切手等は毎

月末及び年度末に在庫確認を行い切手等整理簿に記録するものとする。」と規定されているところ、切手等整理簿に記載さ

れている残数と実残数に差異が生じているものがありました。

審査指導課

　備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第３条の２第２項において「切手等は毎月末及び年度末に在庫管理を行い切

手等整理簿に記録するものとする。」と定められているところ、課等の長の確認がなされていないものがありました。

用地課

コ

個人情報取扱事務届出書につ

いて

　個人情報取扱事務届出書については、三田市個人情報保護条例６条等において記載事項の変更があった場合は三田市個人

情報保護条例施行規則第２条第３項に規定する個人情報取扱事務変更・廃止届出書を作成するとともに、変更後の事務開始

日を個人情報事務届出書の変更年月日欄に記入し、個人情報保護担当課に届け出ることとされているところ、変更され閲覧

に供されている個人情報事務届出書にもかかわらず変更年月日の記載のないものがありました。

　個人情報取扱事務届出書の管理については、法令等

に基づき遺漏がないようにしてください。

福祉総務課

サ 文書の起案及び決裁について

　文書の受理については、三田市事務処理規則別表第２において文書の受理、不受理の決定は課長等の専決事項と定められ

ているところ、課長等の決裁がなされていないものがありました。

　文書の受理・不受理決定については、法令等に基づ

き適正に実施してください。

消防本部

旅行命令等についてオ

　職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定する旅行命令簿等の記載事項及び様式は、

様式第1号による。」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

　三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の

状況を常に整理しておかなければならない」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

キ 公用車の管理について

切手整理簿についてケ

カ 職員被服貸与台帳について

　職員被服貸与台帳に係る手続については、法令等に

基づき遺漏がないようにしてください。

　切手等の管理については、法令等に基づき遺漏がな

いようにしてください。

事

務

管

理

関

係

　旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺

漏がないようにしてください。
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別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 30

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

ご指摘のありました内容については、今後、請求前に適正な事務処理を行いま

す。

指 摘 内 容

地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政

令の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をしな

ければならない。」、地方自治法施行令第１５４条第１項において「地方自治法

第２３１条の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科

目、納入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契約

に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならない。」、三田

市会計事務規則第１０条第１項において「歳入管理者は、歳入を収入するとき

は、政令第１５４条第１項の規定による調査をし、調定決議書により調定をしな

ければならない。」と規定されているところ、請求前に調定されていないものや

納期限の設定に齟齬が生じているものがありました。

調定については、法令等に基づき適時かつ適正に調定するようにしてください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 歳入の調定について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 31

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項について担当職員全てに周知し、決裁時に調定内容に不備が無いか再度

確認するよう指示をしました。

指 摘 内 容

地方自治法第２３１条において「普通地方公共団体の歳入を収入するときは、政

令の定めるところにより、これを調定し、納入義務者に対して納入の通知をしな

ければならない。」、地方自治法施行令第１５４条第１項において「地方自治法

第２３１条の規定による歳入の調定は、当該歳入について、所属年度、歳入科

目、納入すべき金額、納入義務者等を誤つていないかどうかその他法令又は契約

に違反する事実がないかどうかを調査してこれをしなければならない。」、三田

市会計事務規則第１０条第１項において「歳入管理者は、歳入を収入するとき

は、政令第１５４条第１項の規定による調査をし、調定決議書により調定をしな

ければならない。」と規定されているところ、請求前に調定されていないものが

ありました。

調定については、法令等に基づき適時かつ適正に調定するようにしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 歳入の調定について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

掲出決定の場合には、掲出申込者が公園内行為許可書の交付を受けた日より7日

以内に広告掲出に係る手数料を納付できるように事務処理を行うようにします。

指 摘 内 容

三田市都市公園有料施設有料広告掲出取扱要領第７条において「掲出申込者は、

前条の規定に基づき許可書の交付を受けた日より７日以内に市の発行する納付書

により広告掲出に係る使用料を納付しなければならない。」と規定されていると

ころ、当該許可書の日付が４月１日付となっているものに係る使用料について、

６月５日付で調定されているものがありました。

調定については、法令等に基づき適時かつ適正に調定するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 歳入の調定について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 32



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 33

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項について担当職員の誤った解釈に基づき実施されていたため、再度規定

について周知し、決裁時にも確認することを指示しました。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１４条において「納入の通知をする場合の納期限について

は、法令その他の定めがある場合を除くほか、調定の日から２０日以内に納期限

を定めなければならない。」と規定されているところ、法令その他の定めがない

にもかかわらず、納期限を定めていないものがありました。

納期限については、債務の履行期限であることから、法令等に基づき適正に定め

てください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 納期限の設定について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

滞納者に対し、督促状により督促するとともに、三田市分担金等の督促手数料及

び延滞金徴収条例に規定されている督促手数料及び延滞金を請求するように改善

します。

指 摘 内 容

地方自治法第２３１条の３第１項において「分担金、使用料、加入金、手数料及

び過料その他の普通地方公共団体の歳入を納期限までに納付しない者があるとき

は、普通地方公共団体の長は、期限を指定してこれを督促しなければならな

い。」、三田市会計事務規則第２５条において「納付すべき歳入を納期限までに

完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又は三田

市債権管理条例第６条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期

限を指定して、その者に対し、督促状により督促しなければならない。」と規定

されているところ、納期限後２０日以内に督促状による督促を行っていないもの

がありました。

滞納者に対しては、法令等に基づき督促手数料及び延滞金を請求するようにして

ください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 督促状による督促について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 34



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

現在は三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条の改正に

より、滞納処分に関する事務は行わないため、同職員証は不要と取り扱っていま

すが、今後は同様の事項が生じないよう課員に周知を行いました。

指 摘 内 容

三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条の規定による分

担金等徴収職員証について、規則改正により交付の必要がなくなった際に交付済

の分担金等徴収職員証を回収したかどうかについて確認がとれないものがありま

した。

分担金等徴収職員証については、適切に管理してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室審査指導課

対 象 事 項 分担金等徴収職員証について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 35



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

分担金等の徴収担当職員に対して分担金等徴収職員証を交付し、改善済です。

指 摘 内 容

三田市分担金等の督促手数料及び延滞金徴収条例施行規則第５条において「分担

金等の滞納処分に関する調査のために必要な質問又は検査その他の行為を行う場

合においては、当該職員の身分を証明する徴収職員証を携帯しなければならな

い。」とされているところ、分担金等の滞納処分等を担当する職員に対して徴収

職員証が交付されていませんでした。

分担金等の滞納処分等を担当する職員に対しては、法令等に基づき徴収職員証を

交付するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 分担金等徴収職員証について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 36



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 37

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

3月中に活動状況報告書を提出するようにして、報償費の支出の報告内容が適切

な内容になっているか十分審査を行い、4月末に報償金を交付できるよう改善し

ます。

指 摘 内 容

報償費の支出に係る活動状況報告書において、他の部署が所管する補助金の対象

となっている活動しか記載されていないものがありました。また、当該報償費に

ついては、年度毎に１年を通じた活動に対して支出するものであるにもかかわら

ず、活動状況報告書は毎年１０月頃に提出を求めていることから、当該年度の上

半期の活動状況しか記載されていませんでした。

報償費の支出については、報告内容が適切な内容となっているか十分審査すると

ともに、年度毎に１年を通じた活動に対して支出するものであることから、適正

な報告となるように指導してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 報償費の支出に係る活動状況報告書について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 38

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

現在各関係機関と検討会等で協議中ですが、平成３１年４月から直接支給する予

定です。

指 摘 内 容

消防団員は地方公務員法上の特別職の公務員であることから、同法における給与

支給の原則（「重複支給禁止の原則」「通貨払い、直接払い及び全額払いの原

則」）は適用除外となっているものの、この趣旨は尊重されるべきであると考え

られるところ、三田市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例第１２

条第１項において「団員には、別表に定めるところにより報酬及び費用弁償を支

給する。」と規定されているとともに、「消防団の充実強化について(通知)」

（平成２３年１０月２８日付消防災第３３７号消防庁長官通知）において「消防

団員に対する報酬等の支給方法についても、法第２３条の規定に基づき、各市町

村の条例で定められているところですが、報酬、出動手当等は、その性格上本人

に直接支給されるべきものと考えられ、適正な方法で支給されますようお願いし

ます。」とされているところ、報酬については直接支給に移行されましたが、出

動手当等は、これまでと同様に消防団員に直接支給されておらず、分団に支給さ

れていました。

消防団員の処遇改善及び団員の確保等消防団の充実強化を図る観点から、出動手

当等については、消防団員に直接支給するようにしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 消防団員に対する各種団員手当について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 39

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

毎月末日に、特殊勤務手当の実施日、回数について、複数名により記録簿及び

就業管理システム帳票のチェックを徹底します。

指 摘 内 容

特殊勤務手当の従事数量を管理する記録簿において、記載誤りがあったことか

ら、記録簿とシステムに入力された特殊勤務の従事数量との間に齟齬が生じてい

ました。

特殊勤務の従事数量は、特殊勤務手当の算定基礎となるものであることから、処

理方法及びチェック体制の改善を行う等、適切に管理してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 特殊勤務手当について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 40

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

本指摘事項の委託業務については阪神丹波地域メディカルコントロールに属する

消防本部共用の契約書であり、三田市単独での内容変更は困難である。今後契約

書に係る会議等で変更についての提案をすることで改善する予定です。

指 摘 内 容

三田市契約事務規則第４４条において「随意契約によろうとするときは、契約条

項その他見積りに必要な事項を示して、なるべく２人以上の者から見積書を徴さ

なければならない。」とされているところ、契約条項その他見積りに必要な事項

を示した書類（以下「仕様書等」という。）が適切に作成されていないものがあ

りました。

仕様書等については、委託しようとする業務の内容を具体的に示すものであり、

業務の履行確認においても必要なものであることから、適正なものを作成するよ

うに検討してください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 業務委託に係る仕様書について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 41

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

今後は記入誤りが生じないよう課員に再度周知を行いました。

指 摘 内 容

備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を

購入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権者（課長等）が、５万円未満

の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所属長が認めた係長等

が、それぞれその是非を決定するものとする。」と規定されているとともに、こ

の支払については、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品

の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗

品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定され

ていることから、これらの一連の手続においては、課長等と係長等による複数の

チェックが働くこととなっているものであるところ、必要事項の記載の遺漏があ

るもの、納入日が翌年度の日付になっているものがありました。

消耗品の購入・支払に係るこれらの手続については、法令等に基づき適正な処理

をしてください。

対象部署等 地域振興部都市政策室審査指導課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 42

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項については規程について再度担当係員に周知し、適正な管理を行うよう

指示しました。

指 摘 内 容

備品消耗品取扱基準第４条第２項において「同一事由により５万円未満の備品を

購入するに当たっては、備品購入伺いにより決裁権者（課長等）が、５万円未満

の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所属長が認めた係長等

が、それぞれその是非を決定するものとする。」と規定されているとともに、こ

の支払については、同基準第５条第２項において「決裁権者（課長等）は、備品

の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品の支払いに当たっては消耗

品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものとする。」と規定され

ていることから、これらの一連の手続においては、課長等と係長等による複数の

チェックが働くこととなっているものであるところ、所定の手続きが行われずに

購入がなされているものがありました。

消耗品の購入・支払に係るこれらの手続については、法令等に基づき適正な処理

をしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘事項について現在関係機関と協議を継続しています。

指 摘 内 容

法の規定に基づき三田市に設置される機関に対して、交付金を交付しているもの

がありました。三田市に設置される機関の活動に係る経費については、本来的に

は市からの交付金としてではなく、市の予算から直接執行されるべきものである

と考えられます。

当該交付金のあり方について、検討してください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 法の規定に基づき三田市に設置される機関に対する交付金の交付について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 43



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

備品台帳に登載もれがないよう備品台帳と備品の照合を定期的に行っていくよう

改善する。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定されているところ、当該部署に存するにもかかわらず、備品台帳に登載さ

れていないものがありました。また、物品（備品）の管理換に当たっては、同規

則第１００条に規定する所定の手続が必要であるところ、この手続が行われてい

ないものがありました。

備品台帳への登載等については、法令等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

また、物品（備品）の取得等に係る経緯を明らかにするためにも、所定の手続を

行うようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 備品の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 44



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 45

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

備品整理票の貼付可能なものはすべて貼付し、課名変更があった場合にはすみ

やかに備品整理票等の修正を行うこととします。また、備品台帳登載について

も、複数名職員により、定期的に点検いたします。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準（平成１７年４月１日財政課制定）

第３条第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するものとす

る。」と規定されているところ、備品整理票が課名変更前のままとなっているも

のがありました。

備品整理票への登載等については、法令等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 備品の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

備品と備品台帳との照合を行い、台帳を整理します。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定されているところ、当該部署に存するにもかかわらず、備品台帳に登載さ

れていないものがありました。また、備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基

準（平成１７年４月１日財政課制定）第３条第３項において「備品には、可能な

限り備品整理票を貼付するものとする。」と規定されているところ、備品整理票

が課名変更前のままとなっているものがありました。なお、三田市公印規則第８

条第２項において「公印を廃止したときは、文書担当課長は焼却その他の方法に

より廃棄しなければならない。」と規定されているところ、課名変更に伴い廃止

された公印が担当課において保管されていたものがありました。

備品台帳への登載等については、法令等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

なお、廃止された公印については、速やかに文書担当課と協議し、所要の措置

を講じてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 備品の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 46



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘事項については平成２２年１０月２２日付会計課長事務連絡 備品台帳整理

基準について(通知)に基づき別冊管理台帳について備品台帳に記載するよう指示

し改善しました。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定されているところ、当該部署においては二種類の備品台帳が存在していま

した。

備品台帳が二つ存在し、各々で内容が異なることは管理上好ましくないことか

ら、適切に整理を行うようにしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 備品の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 47



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 48

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

月例報告書に記載漏れがないよう指導します。

指 摘 内 容

指定管理者制度マニュアルにおいて、翌月１０日までに提出させることとなって

いる月例報告書について、報告日の記載の遺漏があったことから、期限までに提

出されているか確認できないものがありました。

報告書の提出については、適正に記載されるよう指導してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 指定管理者制度における月例報告について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 49

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

現地確認が必要な定期評価項目については、現地確認後に定期評価を実施しま

す。

指 摘 内 容

指定管理者制度マニュアルにおいて、指定管理者からの定期報告書等の提出を受

けて実施することとされている定期評価の項目の中には、現地確認を実施しなけ

れば評価できない項目が複数あるにもかかわらず、これらの項目について現地確

認を実施しないまま評価されている施設がありました。

現地確認を実施しなければ評価できない項目については、現地確認を実施して評

価するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 指定管理者制度における定期評価について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 50

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

事務経理簿に記載する際、黒字と朱字が重なった場合には、必ず担当者の訂正

印を押印し、そのうえで修正することを徹底します。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たって

は、収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」

と規定されているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別でき

ないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 51

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘内容について各課職員に対し周知した。担当課職員には記載内容に不備が無

いか確認することを指示しました。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事務

経理簿に受領印の押印の遺漏があるものがありました。 また、三田市補助金等

交付規則第５条第２項に基づいて行う補助金等交付決定通知書又は補助金等不交

付決定通知書を通知する当たっては、補助金等交付に関する手引において事務経

理簿（指令番号処理票）が付すこととされているところ、事務経理簿（指令番号

処理票）が付されていないものがありました。さらに、三田市文書取扱規定第１

７条第３項において「事務経理簿への記載に当たっては、収受文書は黒字をもっ

て、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」と規定されているところ、

黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないものや発送にあたり経

理処理がなされていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載するようにしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 52

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘内容については、平成30年度の文書分類表の作成において、三田市文書取扱

規程に従い適正に作成し、不備を改善するとともに、今後も引き続いて、整理整

頓、文書分類表との照合などにより、適正に管理するよう徹底してまいります。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、保存期間が満了した文書で

あるにもかかわらず文書分類表に登載されているもの、文書が存在しているにも

かかわらず文書分類表に登載されていないものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市計画課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 53

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

現存する文書と照合の上、文書分類表を作成し、適正な文書管理を行います。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、保存期間に係る文書の所在

が確認できないもの、保存期間が満了した文書であるにもかかわらず文書分類表

に登載されているものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

ご指摘のありました内容については、直ちに修正いたしました。今後は、定期的

に文書分類表と照合し、適正な事務処理を行います。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」とされているところ、保

存期間の始期となる完結年度の記載のないもの、同規程第４１条において「所管

課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル名、保存期

間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年

６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務

課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提出しなけれ

ばならない。」と規定されているところ、文書が存在しているにもかかわらず文

書分類表に登載されていないものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 54



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 55

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

文書の保存期間については、三田市文書取扱規程に基づき、適正な保存期間を設

定するように改善するとともに、文書分類表と定期的に照合するように改善す

る。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存

期間が設定されているもの、保存期間に係る文書の所在が確認できないもの、保

存期間が満了した文書であるにもかかわらず文書分類表に登載されているもの、

文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないもの、同一簿

冊にも関わらず保存期間が異なるものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 56

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

存在している記憶媒体について、記録媒体管理簿を作成しました。また、今年度

より定期的（年度の入れ替わる時期、四半期その他の適当な時期）に照合するこ

ととしました。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」（平成１８年１２月１９日情報推進課

制定）において記録媒体管理簿に登載することとされているところ、電磁的記録

媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されていないものがあ

りました。

電磁的記録媒体については、定期的に記録媒体管理簿と照合する等、法令等に基

づき適正に管理してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室審査指導課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 57

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

旅行命令簿に不備がないように事務を徹底します。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等

を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼書（以下「旅行命令

簿等」という。」に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示し

て行わなければならない。」と規定されているところ、所定の事項が一部記載さ

れていないもの、旅行命令権者の押印がなされていないものがありました。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにしてくださ

い。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 58

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項について記載方法、提出、確認について職員に再度周知しました。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等

を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼書（以下「旅行命令

簿等」という。」に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示し

て行わなければならない。」と規定されているところ、旅行命令等を発出した順

に記載されていないものなどがありました。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにしてくださ

い。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 59

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項については、適正な処理に向けて見直しを行います。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第２５条において「歳入管理者は、納付すべき歳入を納期限

までに完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又

は三田市債権管理条例(平成２１年三田市条例第４号。以下「債権管理条例」と

いう。)第６条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期限を指

定して、その者に対し、督促状により督促しなければならない。」とされている

ところ、納期限後２０日以内に督促できていないもの、１０日以内の納期限を指

定されていないものがありました。

滞納者への督促については、法令等に基づき適時に行うとともに、定められた納

期限により行うようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 納期限の設定について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 60

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

督促状の発布については、法令等に基づき適宜行うよう徹底する。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第２５条において「歳入管理者は、納付すべき歳入を納期限

までに完納しない者があるときは、法第２３１条の３第１項、政令第１７１条又

は三田市債権管理条例(平成２１年三田市条例第４号。以下「債権管理条例」と

いう。)第６条の規定により、納期限後２０日以内に、１０日以内の納期限を指

定して、その者に対し、督促状により督促しなければならない。」とされている

ところ、納期限後２０日以内に督促できていないものがありました。

滞納者への督促については、法令等に基づき適時に行うようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室国保医療課

対 象 事 項 納期限の設定について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘事項については、即日又は翌日中での処理の徹底を図ります。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第２１条において「会計管理者又は出納員等は、前条の規定

により直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければなら

ない。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがありまし

た。

収納金については、法令等に基づき即日又は翌日中に金融機関に払い込みできる

ように収納事務を見直ししてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 収納金の取扱いについて

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 61



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

現金の管理については、毎日終業時に収納金の有無を確認するとともに、収受

した原則翌日には金融機関への払い込みを行うよう徹底します。

現金取扱フローチェックシートにより確認した際には、確認者が押印漏れとな

らないよう徹底します。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第２１条において「会計管理者又は出納員等は、前条の規定

により直接収納した収納金を即日又は翌日中に金融機関に払い込まなければなら

ない。」と規定されているところ、この払い込みが遅延しているものがありまし

た。また、現金取扱基準において、収納金等の現金の取扱いに当たっては、各所

属において現金取扱フローチェックシートを作成し、これを運用していくことと

されているところ、現金取扱フローチェックシートに確認印の押印漏れがありま

した。

収納金については、法令等に基づき即日又は翌日中に金融機関に払い込みできる

ように関連する収納事務を見直しするとともに、現金取扱フローチェックシート

の運用方法を見直ししてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 収納金の取扱いについて

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 62



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 63

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

　還付準備金による返金処理を12月から行います。

指 摘 内 容

休日応急診療センター使用料（以下「センター使用料」という。）について、健

康保険証等の提示がなく診療を受けた者からは、自費で診療を受けた者として、

一旦、１点単価を１０円として算定した額を徴収し、後日健康保険証等の提示を

受けて精算、返金されているところ、この返金が返金当日にセンター使用料とし

て受領された現金のうちから行われているものがありました 。

返金については、歳入戻出の事務処理を行うべきであることから、還付準備金を

用意して対応する等適正な事務処理となるようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 休日応急診療センター使用料の返金について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 64

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘のあった「平成２９年度３歳児健康診査」の実施伺いでは、款・項・目、

事業、細事業等の予算項目、単価及び予算措置額を明記していたが、節（報償費

等）の記載が漏れていた。

指摘を受け、伺い書に節を追記して改善するとともに、平成３０年度の同事業

の実施伺いにおいても、同様の改善措置を行った。

指 摘 内 容

三田市事務処理規則別表第２（第１３条関係）において、１件５万円以上の報償

費の支出については、実施決定（実施伺い）の手続を行うことと規定されている

ところ、予算科目の一部が記載されていないものがありました。

事業等実施に際しては、法令等に基づき必要事項を記載し、所定の手続を適正に

行うようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 報償費の支出に係る事務手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 65

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

仕様書に定められた業務の実施状況及び報告日を報告書に記載するよう指導しま

す。また、委託業務の履行確認を行うとともに、不適合な部分がある場合には適

時かつ厳正に対処いたします。

指 摘 内 容

委託業務に係る報告において、仕様書に定められた業務の実施が確認できないも

の、毎月終了後１０日以内に報告することとなっているが報告日が確認できない

ものがありました。

委託業務に係る履行確認については、仕様書に規定する業務内容に照らして、慎

重に精査するとともに、不適合な部分がある場合には、適時かつ厳正に対処する

ようにしてください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 委託業務の履行確認について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 66

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項については、消耗品購入伺い兼取得簿による確認を徹底するよう改善し

ます。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由に

より５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長

等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」

と規定されているとともに、この支払については、同基準第５条第２項において

「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消

耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定

するものとする。」と規定されていることから、これらの一連の手続きにおいて

は、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっているものであると

ころ、一月分を一括して処理しているものや、所定の手続きがなされずに購入さ

れているものがありました。

消耗品の購入・支払に係るこれらの手続については、法令等に基づき適正に行っ

てください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 67

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

ご指摘の補助金は団体運営補助で、平成２８年度に行われた補助金等適正化委員

会による点検評価結果において団体運営補助の廃止、補助制度の見直しを求めら

れており、平成３０年度中に団体との調整を経て見直しを行う予定です。

指 摘 内 容

三田市補助金等交付規則第１４条において「市長は、前条の規定により補助金等

の額を確定した後に、補助金等を補助事業者に交付するものとする。ただし、市

長が補助事業の遂行上必要があると認めるときは、補助金等の額の確定前であっ

ても補助金等の全部又は一部を交付することができる。」と規定されているとこ

ろ、補助事業者において一定の留保資金を有しているにもかかわらず、補助金等

の額の確定前に補助金を交付（以下「確定前交付」という。）しているものがあ

りました。

補助金については、確定前交付の必要性はもとより、交付自体の必要性について

も検討してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 補助金の確定前交付について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

団体より市からの補助金以外の収入等の記載がある収支報告書の提出を徹底し、

補助金の妥当性を確認いたします。

指 摘 内 容

三田市補助金等交付規則第１２条第１項において「市長は、前条の規定による報

告を受けたときは、補助事業等の成果が補助金の交付決定の内容又はこれに付し

た条件に適合するかどうか審査しなければならない。」と規定されているとこ

ろ、三田市からの運営補助金以外の収入（会費等）等が収支報告に記載されてい

ないため当該運営補助金の妥当性が確認できないもの、補助事業の明細の確認が

なされていないものがありました。

補助金については、市からの補助金以外の収入等の記載がある収支報告書及び補

助事業の明細を元に補助金の妥当性を確認してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課（地域福祉医療推進課分含む）

対 象 事 項 補助事業等の実績報告の審査について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 68



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 69

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

所得税等の源泉徴収等の手続きについて事業者に指導していますが、必要に応じ

て適正に行われているかを確認します。

指 摘 内 容

補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について、

所得税等の源泉徴収が必要なものであるにもかかわらず補助事業者において源泉

徴収されていることが確認できていないものがありました。

補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について

は、法令等に基づき源泉徴収等に係る処理が適正に行われているか確認するとと

もに、不備のあるものについては適正に行うように指導してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 補助事業者による所得税等の源泉徴収について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

補助事業者による所得税等の源泉徴収の確認等を行うなど適正な指導に努めま

す。

指 摘 内 容

補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について、

所得税等の源泉徴収が必要なものであるにもかかわらず補助事業者において源泉

徴収されていることが確認できていないものがありました。

補助事業者が三田市から交付を受けた補助金をもって支払した賃金等について

は、法令等に基づき源泉徴収等に係る処理が適正に行われているか確認するとと

もに、不備のあるものについては適正に行うように指導してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 補助事業者による所得税等の源泉徴収について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 70



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

行政財産の使用許可に係る手続については、遺漏等のないように適正な事務処

理を行うよう徹底します。

指 摘 内 容

三田市公有財産規則第１８条第１項において「課長等は、行政財産の使用の許可

を受けようとするものに行政財産使用許可申請書を提出させなければならな

い。」、同条第２項において「課長等は、前項の申請書を受理したときは、申請

内容を調査のうえ許可に関する意見を添えて市長の決裁を受けなければならな

い。」、同条第３項において「前項の規定により使用の許可をすることに決定し

たときは、申請者に許可書を交付するものとする。」と規定されているところ、

これらの手続がなされていないものがありました。

行政財産の使用許可に係る手続については、法令等に基づき遺漏等のないように

してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 行政財産の使用許可について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 71



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 72

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

定期的に備品台帳と備品を照合し、適正に管理します。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定されているところ、当該部署が保管する備品であるにもかかわらず当該備

品台帳に登載されていないものがありました。また、備品消耗品取扱基準第３条

第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するものとする。」と

規定されているところ、備品整理票が貼付可能であるにもかかわらず備品整理票

が貼付されていないものがありました。

備品台帳への登載等については、法令等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 備品の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 73

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

備品購入時には備品台帳への登載や整理票の貼付等を行うとともに、備品台帳

と備品とを定期的に照合を行うなど備品の適正管理を行うよう改善いたします。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定されているところ、当該部署が保管する備品であるにもかかわらず当該備

品台帳に登載されていないものがありました。また、備品消耗品取扱基準第３条

第３項において「備品には、可能な限り備品整理票を貼付するものとする。」と

規定されているところ、備品整理票が貼付可能であるにもかかわらず備品整理票

が貼付されていないものがありました。

備品台帳への登載等については、法令等に基づき適正な事務処理を行うととも

に、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 備品の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘箇所については、平成31年度の年度協定締結時に名称修正を行うようにい

たします。

指 摘 内 容

仕様書に規定されている業務基準と、実際の業務として明記されている業務基準

において、名称の誤りがありました。

業務の履行確認については、仕様書等に規定する業務内容に照らして行われるこ

とから、慎重に精査するとともに、不適合な部分がある場合には、適時かつ厳正

に対処するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 指定管理者制度における月例報告書等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 74



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 75

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

報告書の提出日を記載するよう指導します。

指 摘 内 容

指定管理者制度マニュアルにおいて、指定管理者からの定期報告書等の提出を受

けて実施することとされている定期評価について、定期報告書等の日付記入欄が

ないため提出日が判然としないものがありました。

定期評価に係る手続については、適切に行うことができるよう指導してくださ

い。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 指定管理者制度における定期評価について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 76

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項の事務経理簿の処理方法について、職員に周知するとともに適正な処理

に改善します。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において、所管課に置くことと規定されている事務

経理簿等に発送年月日の記入のないもの等がありました。また、三田市文書取扱

規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たっては、収受文書は黒

字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」と規定されている

ところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別できないものがありま

した。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 77

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

　事務経理簿については、適正に記載等するように徹底するようにいたします。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１７条第３項において「事務経理簿への記載に当たって

は、収受文書は黒字をもって、発送文書は朱字でもって記録するものとする。」

と規定されているところ、黒字と朱字が重ねて記載されておりいずれか判別でき

ないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

日頃から整理整頓を心掛けるとともに、定期的に文書分類表と照合する等し、適

正に管理及び保存期間を設定いたします。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存

期間が設定されているもの、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登

載されていないものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令に基づき適正に管理するとともに、適正な保存期間を設定するように

してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 78



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

日頃から整理整頓を心掛けるとともに、定期的に文書分類表と照合する等し、適

正に管理いたします。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第４１条において「所管課長は、当該所管課の文書について

５月３１日現在におけるファイル名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要

な事項を記載した文書分類表を作成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情

報公開担当課長（経営管理部行政管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条

において同じ。）にその写しを提出しなければならない。」と規定されていると

ころ、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登載されていないものが

ありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課（地域福祉医療推進課）

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 79



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 80

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

適正に管理します。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存

期間が設定されているもの、文書が存在しているにもかかわらず文書分類表に登

載されていないものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理するとともに、適正な保存期間を設定するよう

にしてください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 81

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

　該当する簿冊について、保存年限を修正しました。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」とされているところ、こ

れによらない保存年限としている簿冊がありました。

文書の保存年限については、法令等に基づき適正に設定してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課（介護保険課）

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘を受けた文書については文書分類表に追記するとともに、文書について

は、日頃から整理整頓を行い、定期的に文書分類表と照合する等、適正に管理い

たします。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、文書が存在しているにもか

かわらず文書分類表に登載されていないものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 82



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 83

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

文書については、日ごろから整理整頓の意識をもって行うとともに、定期的に文

書分類表とも照らし合わせ、法令等に基づき適正に管理を行う。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、文書分類表の記載名称と実

際に保存されている簿冊名が異なっているもの、設定された保存期間が満了して

いるにも関わらず文書分類表に登載されているものがありました。

文書については、日頃から整理整頓するとともに、定期的に文書分類表と照合す

る等、法令等に基づき適正に管理してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室国保医療課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘事項の旅行命令簿の取扱いについて、適正に記載するよう職員に周知し改善

します。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等

を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼簿(以下「旅行命令

簿等」という。)に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示し

て行わなければならない。ただし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載

し、これを提示する時間的余裕がない場合には、口頭により旅行命令等を発し、

又はこれを変更することができる。この場合において、旅行命令権者は、できる

だけ速やかに、旅行命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行

者に提示しなければならない。」とされているところ、記載すべき事項の記載が

ないものがありました。

旅行命令簿については、旅行の内容を適正に記載するものであることから、法令

等に基づき適正に記載するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 旅行命令等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 84



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 85

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

旅行命令簿については、課内で再度周知徹底し、法令等に基づき適正に記載す

るようにいたします。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等

を発し、又はこれを変更するには、旅行命令簿又は旅行依頼簿(以下「旅行命令

簿等」という。)に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示し

て行わなければならない。ただし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載

し、これを提示する時間的余裕がない場合には、口頭により旅行命令等を発し、

又はこれを変更することができる。この場合において、旅行命令権者は、できる

だけ速やかに、旅行命令簿等に当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行

者に提示しなければならない。」とされているところ、記載すべき事項の記載が

ないものがありました。

旅行命令簿については、旅行の内容を適正に記載するものであることから、法令

等に基づき適正に記載するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘事項の自動車使用実績簿等の処理について、職員に周知するとともに適正に

処理します。

指 摘 内 容

庁用自動車取扱規程第８条において「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記

載し、その運行状況を明確にしておかなければならない。」、同規程第１０条に

おいて「課長等は、各車両ごとに自動車使用実績簿を作成して使用状況を記録

し、毎月１０日までに前月分の使用状況を管財担当課長に報告しなければならな

い｡」と規定されているところ、運転日誌と自動車使用実績簿の内容が一致して

いないものなどがありました。

文書事務については、行政運営に欠くことのできない重要なものであることか

ら、適正な事務執行をしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 公用車の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 86



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 87

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

事故の絶滅を図るため、法令等に基づき適切に公用車の運転状況を把握するよう

徹底する。

指 摘 内 容

庁用自動車取扱規程第４条第５号において安全運転管理に係る補助者は「車両ご

とに運転日誌を備え、運転状況を把握すること」とされているところ、状況が把

握されている形跡がありませんでした。

安全運転管理に係る補助者は事故絶滅を図るため、法令等に基づき適切に公用車

の運転状況を把握してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室国保医療課

対 象 事 項 公用車の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 88

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

対象職員が多く複雑な事務処理であるため複数の職員による複数回チェックを徹

底するよう指示。特に月末の処理については報告期限もあり短時間での処理を求

められるため特に慎重な作業をするよう指示しました。

指 摘 内 容

時間外勤務の算定に誤りが見受けられました。

時間外勤務の時間数については、時間外勤務手当の算定の基礎となることから、

適切に算定するようにしてください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 時間外勤務手当について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 89

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘内容については、指摘後速やかに不備を改めるとともに、今後も引き続い

て、法令等に基づく適正な消耗品の購入・支払の手続きを行うよう徹底してまい

ります。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由に

より５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長

等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」

と規定されているとともに、この支払については、同基準第５条第２項において

「決裁権者（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消

耗品の支払いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定

するものとする。」と規定されていることから、これらの一連の手続きにおいて

は、課長等と係長等による複数のチェックが働くこととなっているものであると

ころ、所要事項の一部が記載等されていないもの、これらの手続きがなされずに

購入されているものがありました。

消耗品の購入・支払に係る手続については、法令等に基づき適正に行ってくださ

い。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市計画課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

該当する簿冊について、平成30年11月21日時点納入が確認されている消耗品等

については、決裁権者の納入確認時の押印により対応いたしました。以後、押印

漏れのないよう手続きを行います。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第５条第２項において「決裁権者

（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品の支払

いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものと

する。」と規定されているところ、納入確認時の押印がなされていないものがあ

りました。

消耗品の支払に係る手続については、法令等に基づき適正に行ってください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 90



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 91

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

備品及び消耗品の支払に係る手続について、納入日の記載の漏れ等がないよう、

適正な手続きを行います。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第５条第２項において「決裁権者

（課長等）は、備品の支払いに当たっては備品購入伺いの内容を、消耗品の支払

いに当たっては消耗品購入伺い兼取得簿の内容をそれぞれ確認し決定するものと

する。」と規定されているところ、納入日の記載がなされていないものがありま

した。

消耗品の支払に係る手続については、法令等に基づき適正に行ってください。

対象部署等 地域振興部都市政策室まちの再生課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準に基づき、複数人で確認することに

より再発しないように改善した。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由に

より５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長

等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」

と規定されているところ、適時に消耗品購入伺いによる決定がなされていないも

のがありました。

消耗品の購入に係る手続については、法令等に基づき適正に行ってください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 92



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

消耗品の購入にあたっては、予定金額が購入金額を上回ることのないよう、充

分予定金額等を精査したうえで、適正な金額を記載するよう徹底します。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第４条第２項において「同一事由に

より５万円未満の備品を購入するに当たっては、備品購入伺いに決裁権者（課長

等）が、５万円未満の消耗品を購入するに当たっては、消耗品購入伺いにより所

属長が認めた係長等が、それぞれその是非を決定するものとするものとする。」

と規定されているところ、消耗品購入伺いに記載された予定金額を大幅に超えた

価格で納品されたものがありました。

消耗品の購入に係る手続については、法令等に基づき適正に行ってください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 消耗品の購入・支払に係る手続について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 93



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 94

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

安全運転管理者未把握の車両について、運行法人に確認したところ、安全運転

管理者であった職員が退職し、新たに選任手続きをすべきであったところ、出来

ていなかったっため、手続きを行うよう指導し、現在手続きを準備中です。

指 摘 内 容

道路交通法第７４条の３第１項において、「自動車の使用者（道路運送法の規定

による自動車運送事業者（貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）の

規定による貨物軽自動車運送事業を経営する者を除く。以下同じ。）及び貨物利

用運送事業法の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者を除く。以下こ

の条において同じ。）は、内閣府令で定める台数以上の自動車の使用の本拠ごと

に、年齢、自動車の運転の管理の経験その他について内閣府令で定める要件を備

える者のうちから、次項の業務を行う者として、安全運転管理者を選任しなけれ

ばならない。」とされているところ、車両の運行委託をしているにもかかわら

ず、当該管理者選任の有無を把握できていないものがありました。

委託業務が必要に応じて関係法令に適合しているかについては、適切に把握して

ください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 業務委託に係る法令に定めのある事項について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 95

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

該当する簿冊について、適正に整備いたしました。また、備品との照合も行い

ました。今後は、法令に基づき適正に整備してまいります。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１１２条において「物品のうち備品については、出納員に

おいて備品台帳を備え付け、物品の保管状況を明らかにしなければならない。」

と規定され、備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第３条において「課等

の長は、備品について備品台帳及び廃棄等備品簿を整備し、取得、管理換え、破

棄等について整理することとする。」とされているところ、備品台帳が適正に整

備されていませんでした。 また、三田市会計事務規則第１０６条第５項におい

て「物品管理者は、第１項の規定により物品を貸し与える場合においては、別に

定めがあるもののほか、借受人から借用証書を徴収しなければならない。ただ

し、軽微な物品については貸与簿を備え、これに借受人から借用した旨の記名押

印をさせて借用証書に変えることができる。」と規定されているところ、これら

の手続きがなされずに物品を貸与されているものがありました。

備品台帳の整備については、法令等に基づき適正に整備してください。

　また、備品台帳と備品を定期的に照合してください。

なお、物品の貸与に係る手続きについては、法令等に基づき適正に行ってくだ

さい。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 備品台帳の整備等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 96

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘を受けた長期間使用されていない備品は、平成31年度に処分を行う予定と

しています。

指 摘 内 容

三田市会計事務規則第１０３条第１項において「職員は、使用中の物品が使用に

耐えなくなったとき又は不用になったときは、直ちにその旨を物品管理者に申し

出なければならない。」、同条第2項において「物品管理者は、前項の規定によ

り職員から不用の申出があった物品については、廃品処分の決定をしなければな

らない。」とされているところ、長期間使用されていない備品があるにもかかわ

らず、廃品処分の決定がなされていないものがありました。

長期間使用されていない備品については、法令等に基づき速やかに廃品処分の検

討をしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 備品の廃棄処分について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 97

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

適正な事務処理を行います。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経

理簿について、受領印の押印がなされていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 98

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

事務経理簿について、受領印の押印漏れ等がないよう適正に記載致します。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経

理簿について、受領印の押印がなされていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室まちの再生課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 99

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘事項の事務経理簿の記載について、職員に周知するとともに適正に処理しま

す。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３２条第１号において「発送文書は、事務経理簿に所要事

項を記載すること。」と規定されているところ、発送文書であるにもかかわら

ず、発送年月日の記入がなされていないものがありました。また、黒字と朱字の

誤りについて適切に訂正されていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室介護保険課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 100

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

事務経理簿については、日ごろより適正に記載する意識を持つとともに、法令等

に基づき適正記載等を行うよう徹底する。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経

理簿について、事件の要旨等所要の事項が記載されていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室国保医療課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘内容については、指摘後速やかに不備を改めるとともに、今後も引き続い

て、法令等に基づき適正に事務経理簿への記載等を行うよう徹底してまいりま

す。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経

理簿について、収発年月日等所要の事項が記載されていないもの、始期から終期

まで連続した番号が付されていないものがありました。また、黒字と朱字の誤り

について適切に訂正されていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市計画課

対 象 事 項 事務経理簿について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 101



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 102

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

ご指摘のありました内容については、直ちに修正いたしました。今後は、適正な

事務処理を行います。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１０条において所管課に置くことと規定されている事務経

理簿について、差出人及び宛名が誤って記載されているものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 事務経理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

三田市文書取扱規程に基づき、適正に記載します。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第１３条において「文書には、次の各号により整理記号及び

番号を付さなければならない。ただし、簡易なものについては、これを省略する

ことができる。」とされているところ、補助金等確定通知書であるにも関わら

ず、指令番号が採番されていないものがありました。

事務経理簿については、法令等に基づき適正に記載等してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 事務経理簿について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 103



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

廃棄文書目録を作成いたしました。来年度以降は、今回のようなことが起こら

ないように、三田市文書取扱規程に基づき適正に対応していきます。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第４５条において「所管課長は、保存期間が満了した文書は

毎年４月３０日までに廃棄簿冊目録を作成し、文書担当課長に提出するととも

に、毎年５月３１日までに当該文書を廃棄しなければならない。」と規定されて

いるところ、廃棄簿冊目録が作成されていませんでした。

文書等については、法令等に基づき適正に作成してください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 104



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

文書について、文書取扱規程に定める保存期間の設定を厳守し、文書分類表との

照合等により適正な管理を行います。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」、同規程第４１条におい

て「所管課長は、当該所管課の文書について５月３１日現在におけるファイル

名、保存期間、保存場所、廃棄年度その他必要な事項を記載した文書分類表を作

成し、毎年６月１０日までに文書担当課長（情報公開担当課長（経営管理部行政

管理室総務課長をいう。）を含む。以下この条において同じ。）にその写しを提

出しなければならない。」と規定されているところ、この規定に基づかない保存

期間が設定されているもの、文書分類表の記載内容が保存されている簿冊と一致

しないものがありました。

文書については、法令等に定められた保存期間としてください。

また、日頃から整理整頓並びに定期的に文書分類表との照合等適正に管理して

ください。

対象部署等 地域振興部都市政策室まちの再生課

対 象 事 項 文書分類表等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 105



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 106

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

文書分類表について、三田市文書取扱規程第37条第1項、別表第2に規定される

文書の保存期間を適正に記載するよう徹底していきます。

指 摘 内 容

三田市文書取扱規程第３７条第１項において「文書の種別及び保存期間は、別表

第２の保存期間別文書一覧表の定めるところによる。」と規定されているとこ

ろ、この規定に基づかない保存期間が設定されているものがありました。

文書については、法令等に定められた保存期間としてください。

また、日頃から整理整頓並びに定期的に文書分類表との照合等適正に管理して

ください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 文書分類表等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 107

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、適正に整備し、定期的に記録媒体

管理簿と照合いたします。

また、「三田市情報セキュリティポリシー」に則り、パスワードの管理について

は、記録媒体と分けて管理いたします。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。 また、パスワードの取扱いについては「三田市情報セキュ

リティポリシー」において、パスワードを不用意に漏らさない又はメモ用紙等他

人の目の付く所に記録しない等、パスワードの秘密保持に努めなければならない

とされているところ、記録媒体と一体となってパスワードが管理されているもの

がありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

また、パスワードの管理については、三田市情報セキュリティポリシーに基づ

き、適切に管理してください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 108

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

適正に管理します。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

もの、記録媒体管理簿の記載内容と記録媒体識別のためのラベルの表記が一致し

ないものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容

指摘を受けた電磁的記録媒体については記録媒体管理簿に登載するとともに、

今後、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにいたします。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室健康増進課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 109



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 110

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘内容については、指摘後速やかに記録媒体管理簿に登載し不備を改めるとと

もに、今後も引き続いて、記録媒体と管理簿の照合を行うなど、法令等に基づき

適正に管理するよう徹底してまいります。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市計画課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

ご指摘のありました内容については、直ちに修正いたしました。今後は、定期的

に記録媒体管理簿と照合し、適正な事務処理を行います。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 111



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

新規に作成した電磁的記録媒体がある場合は、記録媒体管理簿に登載するととも

に、記録媒体管理簿との照合も定期的に行っていくよう改善する。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 112



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

使用頻度が少ないボイスレコーダーについても、記録媒体管理簿に適切に記載

し、管理していくことを徹底します。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 113



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 114

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

電磁的記録媒体管理に関する留意事項に基づき適正に管理し、定期的に記録媒体

管理簿と照合します。

指 摘 内 容

「電磁的記録媒体管理に関する留意事項」(平成１８年１２月１９日情報推進課

制定)において、記録媒体管理簿に登載して管理することとされているところ、

電磁的記録媒体が存在しているにもかかわらず記録媒体管理簿に登載されてない

ものがありました。

電磁的記録媒体の管理に係る帳簿については、法令等に基づき適正に整備すると

ともに、定期的に記録媒体管理簿と照合するようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室公園みどり課

対 象 事 項 電磁的記録媒体の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

公印の押印に係る手続きについては、必要事項を記入するよう徹底いたします。

指 摘 内 容

三田市公印規則第１０条において「公印を押印するときは、決裁文書に施行する

文書を添えて管守者に提出し、その確認を受け、公印押印簿に必要事項を記載し

なければならない。」とされているところ、公印押印簿に必要事項が記載されて

いないものがありました。

公印の押印に係る手続きについては、法令等に基づき遺漏がないようにしてくだ

さい。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課

対 象 事 項 公印押印簿について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 115



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 116

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

適正に事務手続きを行います。

指 摘 内 容

三田市公印規則第１０条において「公印を押印するときは、決裁文書に施行する

文書を添えて管守者に提出し、その確認を受け、公印押印簿に必要事項を記載し

なければならない。」とされているところ、公印押印簿に必要事項が記載されて

いないものがありました。

公印の押印に係る手続きについては、法令等に基づき遺漏がないようにしてくだ

さい。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室障害福祉課

対 象 事 項 公印押印簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 117

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘内容については、指摘後速やかに公印押印簿に記載し不備を改めるととも

に、今後も引き続いて、法令等に基づき適正に公印押印の手続きを行うよう徹底

してまいります。

指 摘 内 容

三田市公印規則第１０条において「公印を押印するときは、決裁文書に施行する

文書を添えて管守者に提出し、その確認を受け、公印押印簿に必要事項を記載し

なければならない。」とされているところ、公印押印簿に必要事項が記載されて

いないものがありました。

公印の押印に係る手続きについては、法令等に基づき遺漏がないようにしてくだ

さい。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市計画課

対 象 事 項 公印押印簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 118

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

公印の押印に係る手続きについて、公印押印簿への必要事項の記載漏れがないよ

う、適切な手続きを行います。

指 摘 内 容

三田市公印規則第１０条において「公印を押印するときは、決裁文書に施行する

文書を添えて管守者に提出し、その確認を受け、公印押印簿に必要事項を記載し

なければならない。」とされているところ、公印押印簿に必要事項が記載されて

いないものがありました。

公印の押印に係る手続きについては、法令等に基づき遺漏がないようにしてくだ

さい。

対象部署等 地域振興部都市政策室まちの再生課

対 象 事 項 公印押印簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 119

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

旅行命令に係る手続きについて、適時に旅行命令が発せられるよう、適切に処理

いたします。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定す

る旅行命令簿等の記載事項及び様式は、様式第1号による。」とされているとこ

ろ、記載事項の遺漏があるものがありました。また、職員等の旅費に関する条例

第４条第４項において「旅行命令権者は、旅行命令等を発し、又はこれを変更す

るには、旅行命令簿又は旅行依頼簿(以下「旅行命令簿等」という。)に当該旅行

に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示して行わなければならない。た

だし、旅行命令簿に当該旅行に関する事項を記載し、これを提示する時間的余裕

がない場合には、口頭により旅行命令等を発し、又はこれを変更することができ

る。この場合において、旅行命令権者は、できるだけ速やかに、旅行命令簿等に

当該旅行に関する事項を記載し、これを当該旅行者に提示しなければならな

い。」とされているところ、適時に旅行命令が発せられていないものがありまし

た。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにしてくださ

い。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

　記載漏れの事項について追記し、以後遺漏のないよう記載しています。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定す

る旅行命令簿等の記載事項及び様式は、様式第1号による。」とされているとこ

ろ、記載事項の遺漏があるものがありました。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにしてくださ

い。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 旅行命令等について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 120



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 121

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

記載事項の記入漏れがないよう、また押印漏れがないよう、複数の職員により

毎月末にチェックを徹底します。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定す

る旅行命令簿等の記載事項及び様式は、様式第1号による。」とされているとこ

ろ、記載事項の遺漏があるものがありました。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにしてくださ

い。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 122

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

・ご指摘のありました内容については、直ちに修正いたしました。今後は、適正

な事務処理を行います。

指 摘 内 容

職員等の旅費に関する条例施行規則第４条において「条例第４条第５項に規定す

る旅行命令簿等の記載事項及び様式は、様式第1号による。」とされているとこ

ろ、記載事項の誤りがあるものがありました。

旅行命令に係る手続については、法令等に基づき適正に記載してください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 旅行命令等について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

　記載漏れの事項について追記しました。

指 摘 内 容

三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従

い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければなら

ない」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

職員被服貸与台帳に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにして

ください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 職員被服貸与台帳について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 123



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 124

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

・ご指摘のありました内容については、直ちに修正いたしました。今後は、適正

な事務処理を行います。

指 摘 内 容

三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従

い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければなら

ない」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

職員被服貸与台帳に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにして

ください。

対象部署等 地域振興部都市政策室都市整備課

対 象 事 項 職員被服貸与台帳について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 125

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

平成30年度分から職員被服貸与台帳の貸与年月日欄に日付まで記入するよう改

善しました。

指 摘 内 容

三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従

い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければなら

ない」とされているところ、記載事項の遺漏があるものがありました。

職員被服貸与台帳に係る手続については、法令等に基づき遺漏がないようにして

ください。

対象部署等 地域振興部都市政策室審査指導課

対 象 事 項 職員被服貸与台帳について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

被服を貸与されている職員に所属の異動があった場合は、三田市職員被服貸与規

則に基づき、職員被服貸与台帳を備え付けるよう改善する。

指 摘 内 容

三田市職員被服貸与規則第１３条において「各所属の長は次の各号の区分に従

い、職員被服貸与台帳を備え付け、貸与の状況を常に整理しておかなければなら

ない」とされているところ、被服を貸与されている職員が他の所属に異動してい

るにもかかわらず、異動元の所属に残された台帳がありました。

所属職員に係る職員被服貸与台帳については、法令等に基づき常に整理しておく

ようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 職員被服貸与台帳について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 126



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 127

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

指摘後直ちに原紙の修正を指示し改善しました。

指 摘 内 容

三田市消防職員貸与品規則別表において消防職員に貸与する物品が規定されてい

るところ、同規則第１０条の規定による貸与品台帳において同規則の規定と異な

る表現が用いられているものがありました。

貸与品台帳の記載については、法令等に基づき適切な記載となるようにしてくだ

さい。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 職員被服貸与台帳について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 128

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

　記載漏れの事項について追記いたしました。

指 摘 内 容

庁用自動車取扱規程第８条において「運転者は、毎日の運行状況を運転日誌に記

載し、その運行状況を明確にしておかなければならない。」とされているとこ

ろ、運転日誌の記載事項の一部が記載されていないものがありました。

運転日誌の記載については、法令等に基づき遺漏がないようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 公用車の管理について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

交通事故発生時現場対応マニュアルを車載し改善した。

指 摘 内 容

公用車については、三田市自動車安全運転等委員会による「交通事故発生時現場

対応マニュアル」を車載することとなっているところ、車載されていないものが

ありました。

「交通事故発生時現場対応マニュアル」については、公用車に車載するようにし

てください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 公用車の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 129



別紙

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容

当該会計に係る帳簿残高と現金・預金の残高を定期的に照合するとともに、収入

支出調書等の事務処理を適正に行うよう改善する。

指 摘 内 容

準公金等の管理については、差引簿が作成されているものの当該会計に係る帳簿

残高と現金・預金の残高が定期的に照合確認されていないとともに、収入におい

ては事務手続きがなされていませんでした。また、支出を証する書類や、会費等

徴収に際しての請求書の請求日の記載漏れがありました。

準公金等の管理については、記載漏れ等遺漏のないようにするとともに、収入に

係る事務手続きの整備、所属長等が差引簿の残高と現金・預金の残高を定期的に

照合確認してください。

対象部署等 地域振興部地域整備室道路河川課

対 象 事 項 準公金等の管理について

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 130



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 131

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

　記載漏れの事項について追記し、以後遺漏のないよう記載しています。

指 摘 内 容

切手等の管理については、備品消耗品取扱基準第３条の２第１項において「課等

の長は、切手等について切手等整理簿を整備し、取得及び使用状況について管理

することとする。」と規定されているとともに、同条第２項において「切手等は

毎月末及び年度末に在庫確認を行い切手等整理簿に記録するものとする。」と規

定されているところ、所要事項の一部が記載されていないものがありました。

切手等の管理については、法令等に基づき遺漏がないようにしてください。

対象部署等 健康福祉部保健推進室いきいき高齢者支援課

対 象 事 項 切手整理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 132

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

今後は記入内容に間違いが生じないように課員に再度周知を行いました。

指 摘 内 容

切手等の管理については、備品消耗品取扱基準第３条の２第１項において「課等

の長は、切手等について切手等整理簿を整備し、取得及び使用状況について管理

することとする。」と規定されているとともに、同条第２項において「切手等は

毎月末及び年度末に在庫確認を行い切手等整理簿に記録するものとする。」と規

定されているところ、切手等整理簿に記載されている残数と実残数に差異が生じ

ているものがありました。

切手等の管理については、法令等に基づき遺漏がないようにしてください。

対象部署等 地域振興部都市政策室審査指導課

対 象 事 項 切手整理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 133

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

切手管理簿について毎月末及び年度末に適切に記載するよう、管理を徹底して

います。

指 摘 内 容

備品及び消耗品に関する財務事務の取扱基準第３条の２第２項において「切手等

は毎月末及び年度末に在庫管理を行い切手等整理簿に記録するものとする。」と

定められているところ、課等の長の確認がなされていないものがありました。

切手等の管理については、法令等に基づき遺漏がないようにしてください。

対象部署等 地域振興部地域整備室用地課

対 象 事 項 切手整理簿について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 134

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

個人情報取扱事務届出書の管理について、変更年月日等遺漏のないよう適正に管

理いたします。

指 摘 内 容

個人情報取扱事務届出書については、三田市個人情報保護条例６条等において記

載事項の変更があった場合は三田市個人情報保護条例施行規則第２条第３項に規

定する個人情報取扱事務変更・廃止届出書を作成するとともに、変更後の事務開

始日を個人情報事務届出書の変更年月日欄に記入し、個人情報保護担当課に届け

出ることとされているところ、変更され閲覧に供されている個人情報事務届出書

にもかかわらず変更年月日の記載のないものがありました。

個人情報取扱事務届出書の管理については、法令等に基づき遺漏がないようにし

てください。

対象部署等 健康福祉部福祉推進室福祉総務課

対 象 事 項 個人情報取扱事務届出書について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 22 日 改善措置通知

改善措置内容



別紙

監査監査監査監査のののの結果結果結果結果にににに基基基基づくづくづくづく改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票改善措置通知票
整理番号

年 度 番 号

30 135

監 査 結 果

報 告 日

平 成 30 年 10 月 31 日 監査結果報告

対 象 監 査 平成30年度定期監査(その1)

三田市事務処理規則に基づく決裁区分について再度職員に周知し,適正な事務処

理を行うよう指示しました。

指 摘 内 容

文書の受理については、三田市事務処理規則別表第２において文書の受理、不受

理の決定は課長等の専決事項と定められているところ、課長等の決裁がなされて

いないものがありました。

文書の受理・不受理決定については、法令等に基づき適正に実施してください。

対象部署等 消防本部

対 象 事 項 文書の起案及び決裁について

改 善 措 置

公 表 日

平 成 30 年 12 月 3 日 改善措置公表

＜留意事項＞

※担当課は太枠欄のみ記入してください。

※改善措置通知日は改善措置を監査委員宛に通知した日を記入してください。

※改善措置内容は改善結果(又は改善計画)の時期及び方法等を具体的に記入してください。

※改善措置内容は必要に応じて状況を確認させていただきます。

※本通知票は地方自治法第199条第12項の規定により公表します。

改 善 措 置

通 知 日

平 成 30 年 11 月 21 日 改善措置通知

改善措置内容


